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“女性があたらしい生き方を”見つけられるよ

うにと、キリスト教のアメリカ人女性宣教師ジェ

ニー・ギールが1885年（明治18年）に福岡の天

神で「英和女学校」を始めました。その後「福岡

女学校」に改名、平尾校舎に移転し、そこで戦前、

戦中、戦後の激動の時代を過ごします。その時の

学院長は第11代徳永淑院長。軍部からのキリス

ト教教育に対する圧力に屈することなく、そして

1945年６月の福岡大空襲で校舎の大半を消失し

ました。失意の中、集まってきた生徒、教職員を

前に、“立ち上がりましょう、立ち上がりましょ

う、私どもの任務は今からです”と、焼け跡の校

庭に凛として立ち、希望の光を指し示しました。

戦後“福岡女学院”と改称、将来計画に徳永淑

院長の願いであった、大学までの総合学園設立を

めざし、現在の福岡市南区曰佐に12万平米の校

地が求められます。1955年に幼稚園開園、1960

年に中高が移転、1964年に短期大学英語科・家

政科開設、1984年短期大学国文科開設、1990年

大学人文学部日本文化学科・英米文化学科開設

（小郡キャンパス）、1999年大学人間関係学部人

間関係学科・人間発達学科開設（曰佐キャンパ

ス）、2003年大学院人文科学研究科が開設されま

す。現在、大学は曰佐キャンパスに統合され、人

文学部現代文化学科・言語芸術学科・メディア・

コミュニケーション学科、人間関係学部心理学

科・子ども発達学科、短期大学部英語科、そして

2014年に国際キャリア学部国際英語学科・国際

キャリア学科が加わり、４学部８学科となります。

2008年には古賀市にある国立病院機構福岡東医

療センターからの要請を受け、福岡女学院看護大

学が開設されています。現在、幼稚園、中学高校、

短期大学、大学、看護大学、大学院までの園児・

生徒・学生数約4,000人、教職員約600人を擁す

る総合学園として、発展を遂げてきました。

これから激しくまた複雑に変化する現代社会に

おいて、あらためて創設者ジェニー・ギールの

「女性が新しい生き方を見つけられる大学」をヴ

ィジョンとし、学院聖句、聖書のイエス・キリス

トの言葉“私はぶどうの木、あなた方はその枝で

ある。人が私につながっており、私もその人につ

ながっていれば、その人は豊かに実を結ぶ（ヨハ

ネによる福音書15章５節）”から「つながる」を

キーワードに、神の愛とつながり、友とつながり、

社会とつながり、未来とつながる、社会のリーダ

ーとして活躍する女性の育成のために、豊かな教

養、国際感覚、実践力を育む教育の歩みを進めて

いるところです。

情報教育環境についても、本学では早くから多

くの取り組みを行っています。2013年度竣工の

125周年記念館の建設に合わせる形で、PCルー

ム・CALL教室など情報端末を備えた教室は「情

報フロア」と呼ぶフロアに集約され、端末台数お

よそ400台を設置し、そのうちの約320台をネッ

トブートシステムにより集中管理しています。ま

た「情報フロア」内の各教室はスライディングウ

ォールを備え、AV機器・授業支援システムにも

柔軟性を持たせることで、PCルームやCALL教室

の分離統合運用を実現しています。教室運用のス

タイルに柔軟性を持たせることで、授業以外での

学生の自習利用などにおいて、より効率的な運用

を実現しました。

またキャンパス内の無線LAN環境についても、

敷地内ほぼ全エリアをカバーしています。持込み

の端末を無線LANに接続し場所にとらわれずに教育

システムを活用できることが、学習環境における

利便性や向上や多様性への対応に寄与しています。

学内の学習環境とICT環境との連動という面か

ら、2012年度に利用を開始した交通系ICカード

型学生証を利用するオンデマンドプリントシステ

ムを導入しており、「情報フロア」に設置された

プリンター・複合機は、どこからでも学生証をか

ざすだけで印刷物を取り出すことができます。無

駄な印刷コストの削減や学生証を携帯する意識付

けなどにも貢献しています。加えて図書館にはIC

カード型ロッカーも設置しております。

今後も学習支援につながるICT環境整備を、計

画的に実施する予定です。

福岡女学院大学長 髙島　一路

女性が新しい生き方を見つけられる大学へ



2 JUCE Journal 2017年度 No.1

知識の創造を目指した
ICT活用教育モデルの研究

特　集

１．構想の背景
日本は、国、社会が抱える課題を克服する課題解決の

創出国として自ら新たな成長分野を創り出し、チャレン

ジすることが要請されています。様々な分野で世界に通

用する新機軸や新しい発想・構想が求められており、デ

ータや情報を収集・分析して知識を構成し、多様な知識

を組み合わせて知恵に転換し、新たな価値の創出に関与

できる人材の育成が望まれています。

２．大学教育に対する認識の転換
これまでの大学教育は、一方向的な知識の伝達・注入

に比重がおかれ、必ずしも未来に立ち向かっていく学生

の意欲と能力を強く育むものとなっていませんでした

が、これからは大学と社会が一体となり、社会課題の解

決に向けて、解が一つに定まらない中で最善の解を求め

られるよう、多様な知識を組み合わせて議論を繰り返し

ながら考察・発想し、実現可能な最適な解を創り出す学

修に転換していく新たな教育の仕組みの整備が望まれま

す。

学生に最良の学びを提供できるように、ネット上で有

識者の知見を得て、異なる分野の学生や社会人を交える

中で、チームで多面的に学びを協働し、常識や既成概念

にとらわれずに学修する仕組みが必要です。特定分野の

学修だけでは最善の解を導き出すことに限界があること

から、教員一人ひとりが学問の社会化を積極化・拡大化

して、学際的な学修機会の場の提供を心掛けることが肝

要です。

３．ICTを活用した分野横断型のフォーラム授業
①　協会で考察している授業は、未来を切り拓いて行く

意欲のある主体性を持った学生で、基礎知識の修得を終

了した学生を対象として考えています。例えば、ネット

面接などにより学生の意思、基礎能力を確認し、選抜す

ることを前提としています。その上で、学部間又は大学

間で異なる分野のチームを編成し、主体性、多様性、協

働性を身に付けたチームをネット上に構築します。

②　授業は、参加学生一人ひとりの思考力を活性化し、

発想力・構想力の向上を目指すもので、単位の修得を

第一義とするものではありません。

授業では、多面的に問題を捉え、批判的・合理的な

思考を繰り返す中で、本質を見抜く訓練を想定してい

ます。したがって、授業形態も必修ではなく、学びを

希望する学生の意思を尊重して選択科目、又はカリキ

ュラムの枠外などによる課外の授業が適切と考えま

す。対象とする学年は、基礎的な知識の修得、PBLな

どチーム学修を体験している３年生又は４年生（医療

系は４年生以上）を想定しており、社会課題を多面的

に議論・考察し、とりまとめ、発表するなど高い水準

の授業を考えています。

③　授業方法は、地球規模から国又は社会で抱える問題

（テーマ）について、インターネットで多分野の有識者

間でフォーラムを行い、多面的な知見をビデオ収録し、

それを教材として問題発見、課題探求につながる情報

を提供します。その上で、インターネット上に異分野

で構成するチームを編成して意見交換及び議論し、チ

ーム間での発表・評価及び有識者による助言・評価を

繰り返す中で、振り返りを行い、最適な解決策を見出

し、成果をとりまとめ、公表する訓練をします。

④　授業の実施イメージは、学内又は拠点大学のLAN上

に学修ポータルを形成し、スカイプやチャットなど多

用します。蓄積したコンテンツを学修ポータルに掲載

し、チーム及びチーム間で共有します。また、チーム

ごとに助言・評価を受けられるようチーム別のサイト

を設定しておきます。

⑤　教員の役割は、地球規模、国・社会で抱える問題の

設定、有識者の選定、有識者によるフォーラム教材を

用いた授業支援に徹します。その過程で教員も学際的

に知識の関連付けを体験する中で、真理の探究を目指

して学生とともに学ぶ姿勢が求められます。

⑥　学修成果の到達目標は、「問題の本質を考察できる」、

「関連分野の知識を組み合わせて関連付けを行い、新

しい価値創造に取り組むことができる」、「多様性に配

慮して自分の意見を発信できる」などを想定していま

す。以下に、３分野における研究内容を紹介します。

政治、経済、生産、教育、医療など活動が地球規模で展開するグローバル社会では、多くの分野に境界が無くなり、変化が常態化し、

これまでの社会及び組織の仕組みやマネージメントが見直されるなど日々革新が求められており、市民一人ひとりが異なる文化・価値

観を受け止め連帯・協働する中で、新しい価値の創造に関与していくことが喫緊の課題とされています。

そこで、本特集では、既成概念にとらわれない新たな発想や価値の創出を目指す学びの仕組みとして、多分野の教員、社会の有識者

による議論をネット上で共有し、それを教材にして対面及びネット上で分野が異なる学生間や市民も交えたチームによる議論を通じて

知識を組合せ、知恵に転換していく分野横断型フォーラム授業のモデルを本協会の学系別研究委員会で研究している教育モデルを紹介

します。また、実際に大学間、産業界と分野横断型のPBLを実施している事例を通じて思考力の活性化、強化を推進する教育改善への取

り組みを紹介します。

本協会研究のICTによる
分野横断型フォーラム授業の構想
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特　集

市民性の涵養を目指した

法政策フォーラム型授業の提案

知識の創造を目指したICT活用教育モデルの研究

１．はじめに
現在、大学における授業のあり方が根本的に変

わろうとしています。その契機となったのは、

2012年中教審答申（質的転換答申）です。そこ

では、「新たな未来を築くための大学教育の質的

転換に向けて〜生涯学び続け、主体的に考える力

を育成する大学へ〜」というタイトルの下に、以

下のような趣旨の革新的な提言がなされていま

す。

「大学がわが国にとって必要な人材を養成するた

めには、従来のような知識の伝達・注入を中心とし

た授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一

緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら知

的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見

し解を見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラ

ーニング）への転換が必要であります。」

この考え方こそが、従来の知識伝達型の教育か

ら、学生と教員とが共に学び合うという教育方法

への転換をもたらしつつあるのです。

この考え方の背景には、第１に、少子化が進む

中で、個々の大学が生き残るためには、従来の教

員本位の教育から、学生本位の教育へと転換して

いく必要があることが自覚されるようになったこ

と、第２に、知識伝達型の日本の大学教育は、教

育先進国から大きく差をつけられており、このま

までは、世界で活躍できる人材を養成するという

社会の要請に応えることができないという危機意

識が社会全体に広がっていることがあげられま

す。このような社会的要請に応えるには、どのよ

うな教育改革が必要なのでしょうか。

この目的を達成するためには、まず、教育の目

標と目的とを明確にすることが大切です。

第１に、今後の教育目標は、学生全体の知的レ

名古屋大学名誉教授
本協会法律学教育FD/ICT活用研究委員会委員長 加賀山　茂

ベルの向上ではなく、個々の学生の知的レベルを

向上させることに設定されなければなりません。

この点、従来の大学教育目標は、専門知識の伝

達を通じた、学生一般の知的レベルの向上に設定

されていました。つまり、この目標の対象は、平

均的な学生の知識レベルの向上に向けられてお

り、個々のすべての学生の知的レベルの向上は、

とかく無視されがちでした。100人以上の学生を

相手に大教室での一方的な知識伝達型の講義が行

われてきたのも、個々の学生を無視してきたこと

の現れです。

しかし、これからは、個々の学生の知的レベル

の向上を実現するために、ゼミばかりでなく、講

義においても、少人数教育（やむを得ず大人数教

育をする場合にも、グループ学修などの工夫）を

実現する必要があります。

第２に、教育目標の内容を、従来の専門知識の

伝達から、事例に専門知識を適用できる能力を養

成するという方法に変更する必要があります。す

なわち、従来の教育方法は、ルールの意味から始

めて、ルールが適用される典型例を学修するとい

うようにトップダウンの推論を行ってきました。

しかし、このような方法では、現実の問題にルー

ルを適用するという能力は身につきません。今後

は、ルールの意味から具体例を学ぶというトップ

ダウンの学修は、ビデオ教材等の予習教材によっ

てあらかじめ予習させておき、授業では、生の事

例を提示し、その事例にどのルールを適用すべき

かを考えさせ、選ばれたルールを適用した結果を

吟味し、もっと適切なルールを探索したり、新た

なルールを創造するというボトムアップ式の学修

方法（最近注目を集めているフォレンジックな方

法論）を採用する必要があるのです。（図１参照）



図１　トップダウン式推論とボトムアップ式の推論
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２．方法論
次に、学修目標が明確となれば、それを実現す

る方法論を開発しなければなりません。

しかし、ボトムアップ式の推論能力、すなわち、

生の事例に適合するルールを探索し、適用する能

力を養成するという目標を達成する方法は容易で

はありません。なぜなら、生の事例は、一つの専

門知識で解決できることはまれであり、分野横断

的な専門知識が要求されます。したがって、それ

を教えようとすれば、一人の教員が、いくつもの

専門分野の生きた知識を身につけていることが要

求されることになり、実現は不可能と考えられて

きました。

しかし、問題解決の糸口は、発想を逆転するこ

とによって見つけることができたのです。その方

法は、教員が学生に教えることをやめることでし

た。教えようと思うから、教員に無理を要求する

ことになるのです。教育を教えることから、学生

とともに学び、教員は、学生の学修過程をよく観

察し、アドバイスをするにとどめる、すなわち、

一人ひとりの学生のコーチを行うことにすればよ

いことが明らかとなったのです。

オリンピック等の競技において、メダルを獲得

した選手には、すべて優れたコーチがついていま

す。つまり、大学教育において、一人ひとりの学

生が学修目標を達成するために必要なのが、教員

というコーチだったのです。

この考え方に到達できれば、以下のことが明確

となります。

１．大学教員は、学生を教えるのではなく、学生

の学修状況・発表を聞いて、適切なコーチング

をすることに専念すべきです。教員の給料は、

教えることではなく、個々の学生に対して、い

かに適切なコーチングをしたかで判断されるべ

きです。

２．コーチングを効率的に進めるには、対象人数

は、少数でなければならなりません。大人数の

場合には、グループに分けて、グループ学修を

行い、アシスタント・コーチをつけることが重

要です。

３．教員は、コーチングに先立って、ルールの意

味、ルールが適用される具体的な典型例を解説

した予習教材を作成し、１週間以上前に学生に

提示することが必要です。

４．学生の成績評価は、生の事例にどのルールを

適用すべきかについてどの程度の能力が養成さ

れているかを基準に判断されるべきです。

３．法政策フォーラム型授業の提案
このような新しい教育方法を実現する場とし

て、図２のような、「法政策フォーラム型授業」

を提案します。

従来の授業では、教員が教えることができると

いう条件の下に、すでに裁判所によって解決され

た過去の事例とか、一つの専門知識で解決可能な

ように、単純化された事例とか、現在進行中の生

の事実に接することが困難でした。

しかし、この授業形態であれば、教員も、また、

学生たちも、法律相談の形で上がってくる生の事

実に接することができますし、その相談を解決す

るには、どのようなルールを適用すると、当事者

も、専門家もともに納得する解決案を作成するこ

とができるのかについて、議論を重ねることがで

きます。

以下に、法政策フォーラム型授業のモデルを例

示します。

（１）目的

①　学生の法政策的な問題意識、発想力、論点

分析力、価値判断力および論証・説得力を育

成するため、サイバー空間における専門家や

市民との分野横断型フォーラムを通じて意見

交流を図ることで分野横断的な問題を解決す

る能力を培う。

②　分野を横断した発想・構想の体験を通じ

て、学生に国民主権の担い手である市民とし

ての法への参加意識を高めるとともに法政策

案をとりまとめ、提示することで、国あるい

は地方公共団体、社会に実際に貢献する。

（２）教育の体制･方法

①　大学の教員と学生からなる「法政策フォー

ラム委員会」が主体となり、フォーラムを実

施する。

②　複数の参加大学の教員と学生が連携してフ

ォーラムを組織することも考えられる。

③　教員の指導の下に学生は、「法政策フォー

ラム」にスカイプ等を用いてネット上で参加

する。

④　インターネット（テレビ会議、電子会議室
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および電子メール）を活用して複数の大学の

教員と学生が参加できるようにする。

⑤　フォーラムには専門家や市民の参加を歓迎

する。

（３）教育スケジュール

例えば、以下の７つの局面が考えられる。

①　問題提起と論点整理

・　市民の多くが疑問に思っている法律上の

問題をテーマとして提起する。

・　問題について、ネット上で異分野の有識

者による意見・討論を収録し、それを整理

して教材とする。

②　議論

・　テーマについてスカイプ等のテレビ会議

システムや電子会議システムを用いて議論

する。

・　議論の過程や結果について、教室内やゼ

ミ等で議論・検討し意見をとりまとめる。

・　作成した意見をインターネットで発表

し、異分野の有識者、他大学の学生とネッ

ト上で更に議論を深める。

③　法政策案作成・発表

・　教員と学生は、ネット上の議論・意見交

換を踏まえて具体的な法政策案を作成し、

インターネットで公表する。

④　法政策案について議論

・　提出されたそれぞれの法政策案について

ネット上のフォーラムで議論しとりまとめ

る。

⑤　法政策案確定

・　議論が収束して合意が得られた場合に

は、統一された法政策案を作成する。

・　意見が分かれた場合には投票により一本

に絞るか、複数案を提示する場合は支持の

度合いも添付する。

⑥　発表・提出

法政策案をインターネットなどを通じて、

以下のような各方面に提出する。

＊ 大学や研究所、研究者、ジャーナリストな

ど　　

＊ 新聞、テレビ等マスメディアなど

＊ インターネットの議論サイトなど　　　　　　　

＊ 国、地方公共団体、政党、議員など

⑦　実施期間

上記の①から⑥を１サイクルとし、その期間

例えば４ヶ月程度とすることが考えられる。

（４）フォーラムで議論する分野横断的なテーマ

（例）　　　　

①　成人年齢を１８歳に引き下げるべきか

②　死刑は廃止すべきか

③　国民の司法参加のあり方は現状で良いか

④　戦争責任

⑤　安楽死、尊厳死

⑥　自動車運転車両の欠陥と運転ミスが競合し

て交通事故が生じた場合の責任のあり方

４．おわりに
このような授業形態が普及するようになると、

先に述べた高度な教育目標を達成するための学生

同士、教員同士の切磋琢磨が可能となり、教育効

果は飛躍的に向上すると思われます。

図２　生の事実の下で生きたルールを学び合うフォーラム型授業
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事業価値をテーマにした

知識組み合わせによる会計教育モデルの提案

知識の創造を目指したICT活用教育モデルの研究

１．はじめに

ここで提案する会計教育モデルは、一般市民に

必要な会計の内容を教育することを目的として、

分野横断的に知識を組み合わせたものであり、従

来の①財務諸表作成者の育成を目的とした会計教

育、②上場企業を前提とした会計教育及び③証券

市場を過度に意識した開示情報作成を主目的とし

た会計教育から転換を図るものです。

２．提案する会計教育モデル

図１の「提案する会計教育モデル」を参照して

ください。図に示されるように、資金調達の多様

化、市場の透明性、組織活動のグローバル化及び

情報ネットワークの活用等が進んで、会計情報の

社会的影響力がこれまで以上に高まりつつありま

九州産業大学経営学部教授
本協会会計学FD/ICT活用研究委員会委員 金川　一夫

す。そのため会計に関する基本的な教育内容、教

育方法も見直す必要があります。

一般市民として必要とされる会計の知識を、①

情報ネットワーク、②ケーススタディ、③産学連

携及び④創業体験等を活用して、ファイナンス、

情報システム、経済、経営、統計及び法律等関連

分野を横断した教育から修得するような授業モデ

ルを提案します。提案する会計教育モデルは、①

会計的思考力の育成のための会計教育モデル、②

組織の管理のための会計教育モデル、③外部から

の組織分析手段としての会計教育モデル及び④事

業価値の測定・創出支援のための会計教育モデル

の4つです。ここでは、④の会計教育モデルにつ

いて説明します。

３．分野横断的な会計教育モデル

(１) 事業価値の測定・創出支援のための会計教育

従来は、モノやサービスについて、特定の性能

を技術的に向上させることで、消費者の要求する

価値の水準を満たすことができると考えられてい

ました。しかし、近年の情報化の進展、生活に対

する価値観の変化や多様化等により消費者の要求

する価値は変化しており、技術的な性能向上や価

格引下げだけでは価値の創造ができにくい状況に

なっています。組織の内部では技術力を向上する

こと、組織の外部では消費者の目線で市場の動向

を把握すること、そしてこれらを組み合わせるこ

とによって、新たな事業機会の兆しを見つけ出し

企画することが可能になるのです。

提案する会計教育の目的は、モノやサービスの

価値を消費者の目線から測定し、事業価値の創出
図１　提案する会計教育モデル
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視点から原価、利益及びキャッシュフロー等も考

えさせます。事業価値を測定した後で、事業価値

の創出を支援するための属性についても検討させ

ることになります。

このような身近な例から、さらに進めて、国際

的な視点や環境の視点等様々な視点から事業価値

の測定や創出支援を検討するために、ネットワー

クの情報を活用することが考えられます。そして、

会計の学生だけでなく、異分野の学生、さらに広

く他大学、地域の企業及び一部の有識者等の視点

から、組織活動の社会的価値を測定・判断させて、

彼らの意見を取り入れます。この意味で、この会

計教育モデルは分野横断型教育としてとらえられ

ます。そして、彼らの意見を参考にして、会計の

学生には、事業の価値を説得するためのエビデン

スを用意するために如何なる会計情報が必要であ

るかを考えさせるのです。このことが、この会計

教育モデルの成果です。

(２) 授業の概略

具体的には、次の５つのステップで行われま

す。

第１ステップ：「有識者が語るビデオ」の制作

異分野の有識者による意見や討論を収録しま

す。組織活動を取り巻く一般市民が期待する事業

価値について、経済界、学界、関連団体、文化人

及びマスコミ等多様な分野を代表する識者による

意見や討論をビデオに収録し、ネットワークで他

大学等に公開します。

第２ステップ：「有識者が語るビデオ」の活用

それを教材にして教室内やネットワーク上で、

プロジェクト型授業を行います。学生グループは

「有識者が語るビデオ」をストリーミング方式で

事前に視聴して、課題として提示された組織に対

してレーダーチャート等により事業価値を測定

し、評価したプレゼンテーション資料を作成しま

す。

第３ステップ：異分野の学生グループとの討論

作成されたプレゼンテーション資料をもとに学

内で発表して、それに対してファイナンス、情報

システム、経済、経営、統計及び法律等の異分野

の学生グループと議論します。他分野の学生から

得られた意見をもとに、再度プレゼンテーション

資料を作成します。

第４ステップ：プレゼンテーション資料の公開

プレゼンテーション資料はネットワーク上に公

開されて、他大学、地域の企業、一部の有識者等

により視聴され、意見を得ます。それらの個人や

を支援することです。そのためには、会計分野以

外にファイナンス、情報システム、経済、経営、

統計及び法律等の関連分野を横断したプロジェク

ト型の教育を必要とします。すなわち、事業価値

の測定において、「会計情報で何が変わるのか？」

を考えさせるような教育内容になります。

事業価値を測定する際に用いられる手法として

レーダーチャートやセマンテック・ディファレン

シャル法等があります。レーダーチャートは、複

数の項目の大きさを一見して比較することのでき

るグラフです。授業では、モノやサービスの内容

や成長可能性等を評価するために、モノやサービ

スの属性を取り出してグループ化し、調査したデ

ータから各属性に配点し、グループごとに集計し

ます。集計された数値をもとにレーダーチャート

を作成し総合評価することで、事業価値を測定し

ます。セマンテック・ディファレンシャル法は、

印象の測定に広く使われている方法であり、測定

の対象に応じて利用することができます。

写真１の「大学と行政/団体/企業の連携事業」

を参照してください。写真に示されるように、

①博多織、②博多人形等衰退した伝統的産業と連

携して地域創生に取り組む場合には、デザイン、

商品コンセプト、販売促進、新たな顧客層、新た

な商品の開発等の属性があげられますが、会計の

写真１　大学と行政/団体/企業の連携事業

(上から)博多織制作企業へのデザイン･小物企画の開発支援

/博多人形のデザイン案･新商品開発

資料提供：九州産業大学芸術学部　井上友子教授
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グループの意見はネットワーク上に書き込みさ

れ、それに対する別の意見も投稿されます。これ

により、学生グループの考察結果について様々な

意見が得られて、知識の統合が図られます。

第５ステップ：レポートの作成と閲覧

プレゼンテーション資料のネットワーク公開等

から得られた意見を参考にして、再度、課題とし

て提示された組織に対して事業価値を測定し、評

価して、レポートを作成します。各グループから

提出されたレポートはデータベース化されて、ネ

ットワーク上に公開され、学内、他大学及び地域

社会等で閲覧されます。

以上のように、会計の学生だけでなく、異分野

の学生も参加した授業であり、さらに広く他大学、

地域の企業及び一部の有識者等から意見が求めら

れて、組織活動の社会的価値を測定・判断するこ

とができるようになります。この結果、会計の学

生は事業の価値を説得するためのエビデンスを用

意するために如何なる会計情報が必要であるかを

考えることができるのです。

(３) 提案する授業モデル

表１「提案する授業モデル」を参照してくださ

い。表に示されるように、授業モデルは９回の授

業になります。

表に示されるように、前述した第１ステップは

授業の準備のために用意してあります。第２ステ

ップは第１回から第４回まで、第３ステップは第

５回から第７回まで、第４ステップは第８回、第

４ステップは第９回となっています。組織を評価

し、プレゼンテーション資料を作成する授業、外

部からの意見を検討する授業等において、如何な

る会計情報が必要であるかを考えることになりま

す。

４．おわりに

以上のように、事業価値の測定・創出支援のた

めの会計教育の目的は、モノやサービスの価値を

消費者の目線から測定し、事業価値の創出を支援

することです。そのために、会計分野以外にファ

イナンス、情報システム、経済、経営、統計及び

法律等の関連分野を横断したプロジェクト型の教

育を必要とすることを示しました。

会計学FD/ICT活用研究委員会（委員長、岸田

賢二、名古屋学院大学大学院特任教授）では、こ

こで説明できなかった①会計的思考力の育成のた

めの会計教育モデル、②組織の管理のための会計

教育モデル及び③外部からの組織分析手段として

の会計教育モデルについても、教室における授業

のみでは会計の機能や役割について理解すること

が難しいために、創業体験学習を採用するか、ま

たは産学連携として実務家、起業家あるいは組織

のトップ等に参加を促して、自らの経験を発信し

てもらうような知識を組み合わせる会計教育モデ

ルを提案しており、平成29年度に詳細設計を検

討する予定にしています。

資料提供

九州産業大学芸術学部　井上友子教授

参考文献

[1] 相原憲一,加藤孝章,崎山みゆき「顧客目線を

育む『ワークライフデザイン』と事業価値創

造」『国際プロジェクト・プログラムマネジ

メント学会誌』4巻1号, 2009年,pp. 83-93

[2] 池田順子,河本直樹,福田小百合,森井秀樹「中

学生における食教育の一つの試み」『京都文

教短期大学研究紀要』49号,2010年, pp.12-

22

[3] 井上友子,青木幹太,佐藤佳代,佐藤慈,星野浩

司,荒巻大樹,南聡「大学を中心とした行政／

団体／企業の連携事業」『日本デザイン学会

研究発表大会概要集』2016年,pp.302-303

[4] 神宮英夫『印象測定の心理学 : 感性を考える』

川島書店1998年

表１　提案する授業モデル
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１．要　旨

現在日本は、健康長寿社会を医療関係者のみでは実

現できないほど複雑な社会になっており、その取り組

みも従来の各臓器の疾病リスクを考えるものから、全

身の健康そのものを考えた、社会を含む健康リスクを

考えるものに変えていく必要があります。この取り組

みを実現するためには、社会を構成する多分野の連携

が必要になります。そのために共通言語を持ち、自分

の専門分野の内容を専門以外の人たちに説明し、他分

野の説明を理解することができる、より広い視野を持

つ人材を養成するための多職種連携教育を推進してい

く必要があります。将来に向けて医学、歯学、看護学、

薬学、リハビリテーション学、栄養学、臨床心理学、

言語聴覚学などの学生に加えて、保健、福祉、介護、

および自然科学、人文科学および社会科学の学生がと

もに学ぶ機会を作り、共通言語を獲得させることが急

務であると考えます。

他方、答えのない問題に取り組むためのアクティブ・

ラーニングを推進する教育的な観点からは、クリティ

カルシンキングにおいて、具体的な問題を多面的に捉

えることは極めて重要であります。ここで、多分野の

学生が一緒に具体的な状況下で問題に取り組むことに

より、複数の視点から多面的に問題を捉えることに到

達しやすくなると考えます。また、学問分野基盤型教

育から、社会のニーズを共通の目標とすることができ

る分野横断型教育への転換を図ると、学生の動機づけ

を強化し、効果的な学修ができ、教員間の協働やコミ

ュニケーションも促進することができると考えます。

２．はじめに
我が国では超高齢化に伴い、国民の健康の維持、増

進を医療関係者だけでは達成できないほど複雑な社会

が到来しています。各臓器の疾病リスクを考えた医療

から、全身の健康、社会を含む健康、健康寿命の延伸、

生涯を通じて豊かな社会にするための医学、医療が求

められ、地球上の人々の健康を考えたユニバーサル・

ヘルス・カバレッジ（UHC）につながっていくものと

考えられます。

団塊の世代が後期高齢者になる2025年問題が叫ばれ

る中、厚生労働省はその解決策として診療所や病院を

中心とした医療システムから転換し、高齢者の尊厳の

保持と自立生活の支援を目的として、可能な限り住み

慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができるよう、地域の包括的な支援・サービ

ス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進し

ています。このシステムを効率よく運用するためには、

住民が健康問題を自分の問題として理解し、積極的に

健康問題に参加することが必要であります。また、住

民と社会を健康にするという目標に向かって、多職種

連携により多分野の人々が共通言語を有し、同じ土俵

で議論して、新たな保健システムの構築や次世代の社

会保障システムを創生することが求められます[1]。

この第１段階として、議論に参加する人々を教育す

る教育機関（とくに大学）において、多職種の専門家

を包含した教育システムを構築する必要があります。

「住民と社会の健康」というテーマについて、保健、

医療、福祉に加えて、栄養、体育、行政、経済、法律、

工学、情報科学などの多分野が、お互いの専門性を理

解、尊重し、連携して取り組むことが重要です。この

ような背景から、今回「知識の創造を目指した分野横

断型授業」の提案を試みます。

３．多職種連携教育（IPE:Interprofessional 
Education）について

英国で1987年にIPEの推進を目的として、CAIPE

（Centre for the Advancement of Interprofessional Education)

が設立されました。CAIPEによるIPEの定義は「２つか

それ以上の専門職が、協働とケアの質を改善するため

に、ともに学び、お互いから学び合いながら、お互い

のことを学ぶこと」であります[2]。ブリストル王立病

院における医療事故（1988～1995年）と児童虐待：
ビクトリア事件（2000年）の調査から多職種連携の必

要性が認識され、2001年には「Working Together-

Learning Together」という政府文書が出され、多職種

連携教育への関心が高まりました。

日本学術会議医学教育分科会は「我が国の医学教育

はいかにあるべきか」という提言を出しています [3]。

その中で「教育面から医学と歯学、薬学、看護学の相

互的連携を深めることが、将来、チーム医療としての

基盤を確立し得ると考えられる」と述べられています。

第29回日本医学会総会では「健康社会宣言2015　関

「健康をテーマにした知識の創造を目指した

分野横断型教育モデル」の提案

知識の創造を目指したICT活用教育モデルの研究

昭和大学歯学部歯科医学教育推進室主任教授
本協会歯学FD/ICT活用研究委員会委員 片岡　竜太

(左から片岡、神原）

大阪歯科大学
神原グローバルヘルス研究所
本協会歯学FD/ICT活用研究委員会委員長 神原　正樹
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西」と題し、その１番目に「治療から予防へのパラダ

イム・シフト」が提言されました。その趣旨は「少子

高齢社会では病気の予防が重要であり、胎生期から死

に至るまでの終生にわたるヘルスケアを推進し、慢性

疾患においては臨床症状などの異常が現れる前に予測

し、発症前に介入する先制医療を目指すべきであり、

高齢者が寝たきりにならないように、筋力の維持、リ

ハビリテーションなどの対策も進める」というもので

あります。これらの提言を実現するために多職種連携

が必要なことは明白であります[1][4]。

医学教育モデル・コア・カリキュラム（平成23年３

月改訂）では、基本事項に「コミュニケーションとチ

ーム医療」が組み込まれ、歯学教育モデル・コア・カ

リキュラム（平成22年改訂）でも「患者中心のチーム

医療」と「歯科医師に必要な医学的知識」が追加され、

必修で学ぶべき事項となっており、平成28年度改訂版

ではさらに超高齢社会への対応として、多職種連携・

多職種協働やチーム医療を具体的にイメージできるカ

リキュラムが求められている。

米国では、看護大学協会、薬科大学協会、歯科医学

教育学会、医科大学協会、公衆衛生大学連盟、整骨医

学大学協会の6つの組織により、“Core Competencies

for Interprofessional Collaborative Practice”が2011年に

刊行されました。この中でIPEの目標は「すべての医

療専門職教育を受けている学生が、より安全でより質

の高い患者中心・地域医療を基盤とした医療システム

を構築するために討論を通じて協力すること」とされ、

多職種連携を目指す学生間の双方向型の学修を通じて

身につけると記されています[5]。

４．アクティブ・ラーニングの推進
一方、中央教育審議会は「予測困難な時代において

生涯学び続け、主体的に考える力を養成する大学へ」

の中で、「自ら問題を発見し、解決策を見出し実践で

きる力を養成する能動型学修」すなわち「答えのない

問題に取り組むための学修」としてアクティブ・ラー

ニングを政策として推進しています[6]。アクティブ・

ラーニングを推進する際に、「与えられた情報を鵜呑

みにせず、複数の視点から注意深く、論理的に分析す

る能力や態度」と定義されるクリティカルシンキング

を身につける必要があります[7]。欧米の医学・歯学部

の学部卒業時のコンピテンシーとして、クリティカル

シンキングは上位に上がっています[8]。　

クリティカルシンキングは、「問題を分析して、解

決の方向に向けて協調作業をする」創造的思考の十分

条件ではないが、必要条件と位置づけられています。

この重要性は、①俯瞰的視点から注意深く検討し、問

題を明らかにする態度を身につける、②具体的な状況

で問題をどのように解決するかを検討することによっ

て、現実に対応する方法を考え、解決する技能を学ぶ、

③問題解決・臨床推論のステップを学ぶ、という点に

あります。したがって、生涯、医療人として歯科医師

が患者中心の医療を進めていくために、クリティカル

シンキングの態度・技能・知識を身につけることは重

要であると考えられます（図１）[9]。

５．統合型・多職種連携教育への転換
他方、医学教育においては、伝統的な「学問分野基

図１　クリティカルシンキングとは
（出典　道田泰司「批判的思考研究からメディア・リテラシーへの提言」）

盤型教育」から「統合型・多職種連携教育」への転換

が進んでいます。統合型の利点としては、実際の医療

を反映し、基礎医学と臨床医学の関連性を示すことに

より学生への動機づけが強化され、また理論を実践に

関連づける統合により学修が効果的になることが挙げ

られます。また各学問分野の不要な重複を避けられ、

学修リソースの共有により、費用対効果にも優れ、さ

らに教員間の協働やコミュニケーションが促進され、

社会のニーズを共通の目標とできるメリットもありま

す。

科目が、他の科目や学部を考慮せずに「独立」して

いる状態から、「時間調整」や１つのコースで複数の

科目が統合されたテーマで教えられる「多分野」、そ

して各科目の境界がなくなった「多分野連携」を経て、

実社会で実際にある問題を対象とした「分野横断

（trans-disciplinary）」まで統合される過程を、図２に

示します[10]。

健康長寿社会においてPBLチュートリアルなどSGD

(Small Group Discussion)を基盤とする多職種連携教育

を推進する学術的背景として、以下の３点があげられ

ます。

１）健康長寿社会の実現に貢献できる人材を養成する

ためには、複雑な背景がある高齢者の問題を様々

な制約の中で解決するための教育を行う必要があ

る[11]。

図２　統合のはしご
（出典　Harden RM. The integration ladder: a tool  for curriculum planning and evaluation.）



図３　昭和大学における４学部連携PBL
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後で学生は「将来に向けてとても良いトレーニングに

なったと実感できた。将来の医療現場で活かしたい」

「チーム医療を実践する上で必要な問題解決能力も向

上したと思う」というチーム医療学修の充実感を得る

と同時に「専門外の知識もしっかり理解し、今後に活

かしたい」「将来チーム医療を行うにあたり自分の提

案が患者の治療・ケアプランの立案に直結していくの

で、責任を持った発言ができるように学びを深めてい

きたい」など、さらなる学修への動機づけへとつなげ

ていることが確認できました。

このようにPBLを繰り返し実践することにより、学

生は問題発見と発見した問題を多面的に捉え、プロブ

レムマップを活用して問題を整理し、「わからないこ

と」「あやふやなこと」を学修項目として、信頼度の

高いリソースを活用して解決に至るクリティカルシン

キングの態度を身につけます。特に複数学部が交ざっ

たPBLでは問題をより多面的に捉えることができるよ

うになり、また他学部学生とのディスカッションを通

じて、専門の内容を非専門の学生に説明する難しさや

２）教育の手法として「統合型・多職種連携アプ

ローチ」は実際の医療を反映しやすく、学生

への動機づけを強化することで、学修がより

効果的になり、さらに医療における共通性お

よび基盤をしっかりと教育できるメリットが

ある[12]。

３）多職種連携教育の方法の一つとして、ディス

カッションなどによる交流型の学修が提唱さ

れている[13]。

６．昭和大学における多職種連携教育の
取り組みと成果

上記の背景を考慮し、昭和大学では、「超高齢

社会のニーズに応えられるチーム医療ができる医

療人を育てる」という目的で、４学部連携PBLを

実施しています。本PBLでは約８名の４学部の学生グ

ループで、シナリオ（事例）に取り組み、シナリオの

問題を異なる視点から捉え、プロブレムマップという

形で問題に対する理解を図に表現して、グループ全員

が共有します。その中で「わかること」と、「わから

ないこと」「あやふやなこと」に分類し、「わからない

こと」「あやふやなこと」を学修項目としてあげ、自

己主導型学修を行う。信頼できる適切な情報を選択で

きることと、学修した内容をグループで共有する際に、

専門が異なる学生に対してわかりやすく説明し、また

専門の学生の説明を理解することが必要となり、貴重

な学びの場となっています（図３）。

昭和大学は、医学部、歯学部、薬学部、保健医療学

部（看護学科、理学療法学科、作業療法学科）からな

る医系総合大学で、１学年は約600名です。図４に示

すように、初年次は全寮生活という環境も活かして、

身近な題材をテーマにした４週間にわたるPBLチュー

トリアルを１年間に２回実施しています。医歯薬学３

年次、４年次（保健医療学２年次、３年次）には脳梗

塞、関節リウマチ、パーキンソン病などをテーマにし

た臨床的なシナリオを用いて、３週間にわたるPBLチ

ュートリアルを年１回実施しています。医歯薬学５年

次（保健医療学４年次）には４～６名からなる４学部
合同学生チーム（約120チーム）による１週間の学部

連携病棟実習を必修で実施しており、各病棟で１名の

入院患者を１週間担当し、回診や検査、診察などを通

じて、患者情報の共有と治療・ケアについて討議、提

案を行っています。

医歯薬学３年次（保健医療学２年次）終了後に、学

生が提出したふりかえりポートフォリオの分析からみ

た学修成果を、図５に示します[14]。本PBLを終了した

図４　昭和大学の体系的・段階的なチーム医療学修

図５　ポートフォリオ分析からみたチーム医療教育の学修成果　
（出典　榎田めぐみ他　「臨床シナリオを用いた学部連携PBLチュートリアルの多職種連携教育における有用性の検討」）
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非専門の内容を理解する難しさに気づき、問題の本質

を掴むことができるようになります。さらに、これら

の臨床的、実践的学修を通じて、実際の医療を反映し

た医療の共通性と各職種の専門性を身につけることが

できます。本PBLを通じて、最終的には問題の多面的

な理解に基づいて、健康長寿社会における問題解決が

できるようになると考えます。

７．分野横断型PBLチュートリアルの提案
前述の成果より、以下のような分野横断型PBLチュ

ートリアルを提案します。大学、学部・学科の日程や

場所の制約を受けずに、ICTを活用したグループディ

スカッションを通して、現在日本社会が世界に先駆け

て直面している超高齢社会の問題を保健、医療、福祉、

介護などの学生が学ぶ機会を与えます。さらに共通の

基盤と各職種の役割を認識した上で、学修の動機づけ

とふりかえりを学生達に促します。本PBLを通じて学

生が身につけるコンピテンシーは以下の通りであります。

１）自分の意見を分かりやすく他者に伝え、他者の意

見を傾聴し、積極的で効果的なグループ討議がで

きる。

２）問題解決のために、エビデンスの高い適切な情報

を活用できる。

３）提示された事例に含まれる様々な情報について討

議し、登場人物が有する問題をグループとして把

握できる。

４）事例の登場人物に適した改善策などの方針をグル

ープとして提案できる。

５）提示した改善策の有効性、リスクなどについて他

のメンバーに適切に説明できる。

６）登場人物に関する情報の共有、対応方針について

グループで共通の理解を持つことの重要性を説明

できる。

７）討議のプロセスとその結果について、分かりやす

く発表し質疑に答えられる。

８）提示された事例について、登場人物の問題を把握

し、それに対する解決策を提案する。その際に提

案を支える「情報」とその信頼度を明らかにし、

研究レポートを作成できる。

上記の８つのコンピテンシー評価を行う際に、２）

と８）は個人評価、１）、３）〜７）はグループ評価
とします。いずれも評価の際にはルーブリックを活用

し、自己評価、ピア評価、教員評価を組み合わせます。

グループ評価基準は所属する学部、学科に関係なく、

共通とします。

特に単科大学の場合、多学部・学科と連携した多職

種連携教育であるPBLチュートリアルを行うにあたっ

ては様々な困難があることは、想像に難くないです。

グループディスカッションは対面で行うのが望ましい

が、多学部・学科の学生が健康長寿社会の実現に向け

た問題にICTを活用したネット会議によって、カリキ

ュラム（時間）や場所の問題を解決し、ともに取り組

むことは意義があると考えます。

学生時代に多職種連携教育を学修した学生達が、将

来各地域でその特色を活かした地域包括ケアシステム

を構築し、健康長寿社会、さらには生涯を通じて豊か

な社会を実現することを期待します。
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自主創造を目指した

宇宙開発に関する分野横断型PBLの取り組み

知識の創造を目指したICT活用教育モデルの研究

１．はじめに

昨今の高等教育において「分野融合」や「社会

科学的な取り組み」といったキーワードが取り上

げられるようになっています。これには2011年ド

イツ政府が提唱したインダストリー4.0や米国にお

けるIT系サービス産業の台頭が影響し、従来の専

門性を活かした製造業の高度なデジタル化やサー

ビス分野を含めたマス・カスタマイゼーション指

向でモノとコトを創りこむところまでを要求され

る時代になったことが背景にあるものと考えられ

ます。例えば、米国Google社やAmazon社などの

様々な分野への事業展開や人材育成をみることで、

変革の時代にどのような教育や人材が求められる

のかを垣間見ることができるのではないでしょう

か。この様な時代に各大学も教育カリキュラムを

工夫し、リベラルアーツ教育を強化するところや、

実践的なOJT教育をアピールするところも見受けら

れます。一方、理工系において国家資格取得が重

視される分野や質保証が重要となる専門分野では、

カリキュラム改革が難しいところもあり、社会性

や社会科学的捉え方の涵養を含め、教育課題に直

面している部分もあるのではないでしょうか。

日本大学理工学部では、大学の教育理念「自主

創造」に基づき分野横断型PBLの展開と実質化に

取り組み、平成19年に文部科学省「特色ある大

学教育Good Practice（特色GP）」、平成21年「大

学教育Good Practice（大学教育GP）」に採択され

学生の社会人力充実を図ってきました。本報告で

は、授業外の取り組みとして実施している分野横

断型PBLのこれまでの成果とさらなる展開につい

て紹介します。

日本大学理工学部次長
精密機械工学科教授 青木　義男

２．未来博士工房によるPBL

未来博士工房は、特色GPの採択を受け開始さ

れた取り組みです。採択時は機械・電気系3学科

による申請で、学生が正課の授業以外に活動でき

る施設を整備し、グループ提案の企画に対して目

的の成果が得られるまで教員や技術員が支援する

PBLを通じて、学生の自律性と創造性を引き出し、

社会で通用するエンジニアを養成することを目的

としていました。その後土木建築系、理学系を含

む８学科まで展開し、現在は図１に示すような７

つの工房によって構成されています。参画する学

科では、入学時に未来博士工房の説明と見学会が

あり、活動中のプロジェクトの紹介や共通工房

（工作機械やデジタルエンジニアリングのツール

が配備された活動スペース）の利用規約などが紹

介されます。そこで興味をもった学生達は、活動

を支援するアドバイザーの教員と相談の上、活動

目的、年間計画、活動経費などの詳細を記載した

企画書を工房担当教員に提出し活動を開始しま

す。また、初年次授業科目に自由企画実験が設置

され、それを足がかりにPBLに展開している学科

図１　未来博士工房を構成する各工房
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もあります。プロジェクトの経過や成果は教員と

校友会を対象とした未来博士工房成果報告会と展

示説明会で担当学生を通じて報告されます。そし

て、参加した学生の活動成果は３年次までを基本

にして評価され、アドバイザー教員の推薦が得ら

れた学生には学部長表彰（学生博士賞）がなされ

ます。この表彰に際しては、所定の科目（未来博

士工房関連科目）の単位を修得していること、十

分な活動成果を収めていることを各工房で設定し

たルーブリックで評価して推薦基準を満たした者

が学内審議の上、表彰されることになっています。

この10年間の実績では、各学科の学年学生数の

10％〜20％が推薦され、総計で約1,000名の学

生が表彰されています。表彰された学生のその後

を追跡すると、大学院への進学者が多いことや就

職満足度が高い傾向が明確であり、この取り組み

が単なるプロジェクト遂行による社会人力の涵養

のみならず、向学心の向上にも影響を与えている

ことが分かります。10年を経て、当初は教員が

行っていた工作機械利用の安全教育や３Dプリン

タや基板加工機、レーザー加工機の取扱い講習に

ついても、マニュアルが整備され、専門のTAや

技術員の方々も支援してくれるようになり、運用

面での負担が軽減されてきています。さらに工作

技術教育面で千葉県職業能力開発協会からマイス

ターを派遣していただき、電子機器組立てや精密

機械加工の講習も継続的に行っており、学生の利

用率も上がってきている状況です。この様に未来

博士工房は一定の教育効果をもたらしましたが、

初年次からこの活動に参画する学生は各学年の半

数にも達していない状況です。（参画する学生が

多い学科で40％程度、その中で活動実績と成績

評価の高い学生のみが表彰されます）また、所属

学科の専門性を越えた工房で活動し、実績が評価

された学生は少ない状況です。これらの課題を踏

まえて分野横断を意識したPBLを検討しました。

３．分野横断型PBLへの展開

（１）ドイツ・ミュンヘン工科大学の例

現在、宇宙開発プロジェクトで情報交流してい

るミュンヘン工科大学では、2014年にアントレ

プレナーシップセンターを設立しました。このセ

ンターは産学連携と変革の時代における技術者教

育を推進するため、企業との打合せやセミナー開

催が可能な会議室エリアとMaker Spaceと呼ばれ

る工房施設で構成されています。宇宙開発プロジ

ェクトの学生と訪問した際にもセミナールームで

の研究報告会の後に、このセンター内を案内して

もらいました。Maker Spaceは写真１(c)の受付で

製作に使用する素材を有償で購入し、施設内にあ

る最新の工作機械を使用してモノづくりができま

す。多くの機械がコンピュータ制御で製作加工を

行うため、手動の工作機械は木工などの一部でし

か見られません。写真１(d)は日本では見られな

いワークスペースが縦横高さ1,800mm程度の大

型３Dプリンタです。

Maker Space内のプロジェクトは、宇宙開発を中

心としたものが多いですが、斬新なものでは米国

SpaceX社が次世代交通システムとして計画してい

るHyper Loop プロジェクトがあります。これは時

速1,000kmでチューブの中を磁気浮揚で走る５、

６人乗りカプセル型リニアモーターカーの開発プ

ロジェクトで、WARRというチームの学生達が写真

１(b)のようなモデル機を製作し、SpaceXのコンペ

ティションで最高速度部門賞を獲得したものです。

このプロジェクトは機械工学の知識だけでは製作

が不可能で、電磁気学や通信工学を含め様々な専

門企業との連携やプロジェクトマネジメントが必

要になります。写真１(a)のWARRメンバーは様々な

専門分野の学生から構成されたチームで、作業分

担を明確に定義し、実験調整なども繰り返し行い

競技に臨んだそうです。Hyper Loopという従来にな

いシステムを開発する過程で、多くの議論や調整

を繰り返すことで分野横断チームの結束力を育ん

でいったそうで、この結果が部門賞に繋がったと

コメントしていました。前例のない開発はハード

ルが高いですが、それ以上に分野横断PBLとしての

効果が期待できると感じました。

写真１　ミュンヘン工科大学のHyper Loop PBL

（a）Hyper Loopプロジェクト

メンバー

（b）Hyper Loopカーの開発

モデル

（c）Maker Space(モノづくり

スペース)の受付

（d）ワークスペースが2m近い

3Dプリンター
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（２）宇宙開発に関する分野横断PBL

これまでのPBLのテーマの中で分野横断的な意味

合いが強いものとして宇宙開発のテーマがありま

した。未来博士工房でも超小型衛星開発や宇宙ロ

ボット開発のプロジェクトが進められ、２機の超

小型衛星が地球周回軌道に投入されましたが、一

学科の専門知識のみでは計画されたミッションを

遂行するシステムを全て製作することが困難でし

た。開発事例がないものばかりですので、必要な

要素技術を分類し、チーム内の担当学生が要素技

術の実証を成し遂げるため解析や設計を行う過程

で、専門分野の学生や教員にアプローチすること

から始まりました。担当学生は自らの開発目的を

明確に伝え、必要な知識や技術を教授してもらわ

ねばならず、プレゼン能力が培われます。開発す

るシステムにインパクトがあり、それを十分に伝

えられれば専門分野の学生・教員も興味をもって

協力してくれることになります。その醸成には年

月を要しますが、組織的に分野横断の開発チーム

ができ上がります。また、宇宙開発の場合は、そ

の実証が重要になるため、国の研究機関や企業研

究所などの施設使用から宇宙実験申請まで様々な

アプローチが欠かせません。この際に成功する確

証がある開発計画でなければ許可は得られません

し、宇宙での実証ミッションを長期間観測・追尾

する施設と運用計画が必要になります。これらを

計画的に遂行するためのプロジェクトマネジメン

トも厳格に求められます。一例として、小型衛星

による宇宙ロボット開発の事例を紹介します。

図２はテザー衛星技術を応用した宇宙ロボットミ

ッション概念図です。これは２つのユニットで構成

された小型衛星を宇宙空間に打上げ、地球周回軌道

でテザー進展時やロボット移動時のシステム安定制

御と地球環境観測、宇宙ゴミ回収などを目的に開発

されています。ロケット打上げからミッション終了

までの耐久性と耐環境性が求められるだけでなく、

地球周回時の観測信号受信や段階的ミッション遂行

時のコマンド送信などが確実に稼動し続けることを

解析と要素実験で実証しなければなりません。その

ために、学内に写真２上に示す宇宙との通信が可能

な無線局や光学観測が可能な施設を整備し、必要な

通信実験を行い、宇宙環境に暴露される機器につい

て写真２下の放射線耐性試験も行ってミッション期

間内に機能が損なわれないことを検証した結果に基

づいて申請を行わなければなりません。このため、

機械・航空宇宙系、電子通信系、物理系、化学系の

専門的な知見を集約してシステム開発をせねばなら

ず、分野横断が重要なキーになっています。

開発チームで研究機関への申請や企業との交渉

を行う学生は上級生以上ですが、初年次から関わ

る学生は、専門資格取得とともに蓄積された要素

技術の継承に積極的に関わります。さらに彼らが

蓄積した技術を公開するアウトリーチ活動も定期

的イベントとして行われています。これらのこと

を大学の授業外で進めるのはハードルの高い要求

ですが、これらのミッションを達成した学生には

所定の単位修得以上の社会性やコミュニケーショ

ン能力が養われることは言うまでもありません。

おわりに、テーマ性を重視した分野横断型PBL事

例について紹介しました。まだ、学部内での展開に

止まっておりますが、小型衛星開発では地球環境

モニタリングや災害検知、海洋生態調査などの可能

性があるため学部間連携への展開を計画しています。

写真２　宇宙ミッション実現のための検証実験

図２　テザー衛星と宇宙ロボット開発PBL
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を設置し、学内のICT環境の運用・整備、情報教

育に対する研究及びその補助を行っています。情

報教育センター内にはe-Learningシステムを管理

する、そのだインターネットキャンパス（以下SIC）

を設置しており、日々の学生の自己学習の機会の

提供を行っています。

本学の情報教育センターは、学内のネットワーク

の運営保守管理、機器の整備保守管理、コンピュー

タ実習室の運営、専属の社会人ティーチングアシス

タント（以下TA）、及び学生（スチューデントアシ

スタント）による質問対応と授業内での補助を行っ

ており、実習室400台、事

務・教員向け350台をそ

の管理対象としていま

す。また、学生が講義で

利用する電子黒板３台、

iPad、Surface、アンドロ

イドタブレット各50台を

用意しています。ノート

パソコン・デジタルカメ

ラ・ヘッドフォン・ビデ

オカメラなどの貸し出し

も行っております。

コンピュータ環境では本学情報教育センター設

立時の理念から学生一人ひとりが自分のパソコン

を使うように、自分専用の環境を自由に利用可能

となるように、実習室のどのコンピュータでも自

分専用の環境を利用可能な移動プロファイルシス

テムを利用しています。

情報教育センター内の情報実習室は、講義など

の利用がないセンターの開放時間は常に自由に利

用が可能です。その開放時間も土曜日や長期休み

期間もセンター利用可能で、かつ平日は20時30

分、土曜日は16時30分まで開放しています。開

放中は、前述したTAが学生のコンピュータ関連

の質問に対応しています。

全学生は入学年次に必修科目の基礎情報の講義

を受講し、その中で基本的なコンピュータについ

園田学園女子大学における

ICTを活用した取り組み

１．はじめに
園田学園女子大学は兵庫県南東部で大阪市に隣

接する尼崎市に位置しています。典型的な都市型

キャンパスであり、キャンパス内は正門から続く

けやきアベニューや桜などをはじめとした緑豊か

なキャンパスであり地域に開かれた大学を目指

し、地域の憩いの場でもあります。

園田学園女子大学は1938年にその前身たる園田

高等女学校が設立されました。創設者である園田村

村長中村龍太郎は地域の女子教育振興を図るという

熱い思いを抱き、戦時下ながら建学を成し遂げまし

た。本学建学の精神であ

る、「捨我精進」は創設

者自ら実践し、「園田高

等女学校の教育方針」に

掲げられ、現在まで脈々

と受け継がれています。

学校法人園田学園と

しては同様に尼崎市内

に中学校・高等学校、

そして中学校高等学校

より徒歩５分大学より

10分範囲の位置と神戸

市内の２カ所に幼稚園を擁しています。

2014年度にはスポーツ施設「みらい」を建設、

2016年には陸上競技専用のトラックを用意しこ

れまでのスポーツに強い大学としての充実も図っ

ております。

現在本学は、人間健康学部（1,126名）に総合健

康学科、人間看護学科、食物栄養学科の３学科２

コース、人間教育学部（372名）に児童教育学科の

２学部４学科を設置しています。また、本学短期

大学部（学生237名）としては幼児教育学科、生活

文化学科の２学科２コースを設置しています。

2．ICT機器とコンピュータ環境
本学では大学・短期大学部共通の組織として

1985年に、情報教育センター（以下、センター）

教育・学習支援への取り組み
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てやE-mailについてのだけで

なくWord、Excel、PowerPoint

などのオフィスソフトの利用

を学びます。標準的なオフィ

スソフトだけでなく、画像、

音声、動画などの映像編集や、

基礎的なプログラミングソフ

トをとおしてプログラミング

の基礎原理についても学習し

ています。基礎情報の講義は

e-Learningと対面授業を利用

して学習するため、学校だけ

でなくインターネットに接続

可能であれば、24時間常に学

習可能なシステムとなってい

ます。

前述したe-Learningシステ

ムは、情報教育センター内に併設されるSICによっ

て管理・運営されています。SICは1998年に基礎情

報教育のe-Learning提供を開始しました。その後

生涯学習、専門教育、高大連携も開始し、毎年お

よそ1,900名程度が利用するシステムとなっており

ます。当時の「学生がだれでも、いつでも、どこ

でも、どれだけでも自主的に勉学に励めるように」

という理念を引き継ぎ運営されてきました。

SICでは、必修である基礎情報処理を学ぶだけ

のシステムでなくその構成が３つに分かれてお

り、基礎情報棟・専門棟・高大連携の３つに分か

れています。専門棟では、各講義のないように合

わせて学内の様々な教員が作成した教材や授業動

画をコンテンツとして用意しており、それぞれの

講義を受講した学生が基礎情報同様にいつでも振

り返り学習が可能となっています。

高大連携部門では、毎年プログラミングの基礎

やホームページ作成を大阪や兵庫の高校と連携を

取り、e-Learningを通して講義を行い、単位認定

も行っています。

3．ICTを利用した取り組み
本学では学生が本学で学んだ知識を知恵と変え

る力が経験値であると考え、教育改革を進めてき

ました。そのなかで、本学の地域に開かれた大学

という観点から、2013年より文部科学省の「地

(知)の拠点整備事業」に採択され、地域連携推進

機構が設立されました。

知識を知恵へ変えていく経験値教育をとおして

学生が、地域との関わりあいの中で経験を積むこ

とを狙いとしています（図１）。そして、経験値

の評価を学生の主観にのみ頼るだけではなく、関

わった地域社会からフィードバックしていただく

ことを目的に「経験値評価システム」を導入して

います（図２）。経験値評価システムは、学生の

学外活動に対し、活動をともに行った学外の方に

評価いただくものです。そして本学では2016年

より地域志向科目「つながりプロジェクト」が第

２学年の必修科目となり、つながりプロジェクト

教育・学習支援への取り組み

図１　経験値教育の概念図

図２　経験値評価システム
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では20前後のプロジェクトに大学の全２年生が

学部学科混合でグループに分かれます。グループ

ごとの課題に応じた学外活動へ学生が出て行き、

その評価を地域の方々から受け、それを自ら確認

し成長するという、評価のフィードバックから、

本学の「経験値教育」へとするというPDCAサイ

クルを経て学生が学士に必要とされる社会人力の

育成を行っております。このシステムは地域の方

からも自由に接続し、評価をできようになってい

ます。

「つながりプロジェクト」のグループには特に

ICT機器を利用したグループがいくつか存在す

る。小中学校へ赴き実際にICT機器を利用し、授

業体験の機会をへて授業への取り組みとして、電

子黒板やタブレット、プロジェクターなどを上手

く利用し、デジタル教科書を利用した授業を行っ

ています。また、今年度は、小学校における

2020年から始まる学習指導要領に盛り込まれた

プログラミング教育への地域貢献として、タブレ

ット機器で行うビジュアルプログラミングを計画

しています。プログライング教育を行う準備と環

境がない小学校へ本学からの持ち込みのロボット

を使うことで、学生がプログラミングの考え方を

小学生と小学校の先生へ「教える」という計画で

す。教育実習とは違う機会に、「教える」という

行為を通し学生自身への学びにするという授業を

計画しています。

4．SonoRIsシステム
また、本学では教務改革・講義改革として大規模

教室における出席管理に取り組みました。大規模教

室での出席確認はその収容人数が多く、個別の出席

の確認が困難であるため、近年様々な大学で学生証

による出席システムへの認証や専用機械で番号登録

を行うなどが行われてきました。また、アクティ

ブ・ラーニング型授業への転換が行われている昨

今、大規模教室でのアクティブ・ラーニングへの手

法と、そういった講義を支えるICT機器の導入が必

要となっていています。そこで本学では2015年度

より赤外線を利用した受講管理システムSonoRIsを

導入しました（図３）。SonoRIsでは、学生に配布さ

れた赤外線端末を利用することで、学生の講義時の

出席管理を自動的に行い、教員による出席確認にか

かる手間と時間を減らすことで講義時間を効率的に

行っております。それだけでなく、赤外線端末にあ

るボタンを利用することで学生から教員へのフィー

ドバックへの利用も行っております。この受講シス

テムは講義内での質疑応答やアンケートなどを一括

取得することで、講義を一方的に教授するものから、

学生からの働きかけを誘発する双方向に情報をフィ

ードバックするアクティブ・ラーニング型への転換

として利用されています。

5．ICT機器をより身近い存在へ
このような、アクティブ・ラーニング型の授業

への対応に学内では2013年度にアクティブ・ラ

ーニングルームを、2015年度にはラーニング・

コモンズを用意しそれぞれの部屋を学生が利用可

図３　SonoRIsの画面



19JUCE Journal 2017年度 No.1

教育・学習支援への取り組み

能となっています。アクティブ・ラーニングルー

ムでは教室の側面にスクリーン兼用ホワイトボー

ドとプロジェクターの組み合わせを４式設置し、

持ち込みのPCやスマホなどからプロジェクター

への投影をしながら、ホワイトボードへの直接記

入や電子ペンでのデジタル入力が可能となってお

り、教室内で最大５グループが別々の討論が可能

となっています（写真１）。設置している机と椅

子も自由自在に可動できるノードチェアを用意す

ることで、議論や討論を中心としたフレキシビリ

ティを必要とする講義にも対応可能です。ラーニ

ング・コモンズでは持ち込みのスマートフォンや

タブレット機器・PCの接続を最大で100台を超え

ると想定し学内にある無線LAN設備も増強してお

ります。

講義での利用では、前面のプロジェクターで講

義パワーポイントを表示しながら、側面のディス

プレイに参考資料を提示しておくなどの利用も行

われています。

2016年度からはラーニング・コモンズを本学

図書館の１階に設置し、テーブル型のコーナーを

６つと発表練習などを念頭に置いて利用可能なボ

ックス３つを用意し、学生が自由に利用可能な環

境を用意しています。これらのテーブルコーナー

にはディスプレイが用意されており、持ち込みの

PCやスマートフォンなどから自由に投影可能に

なっています。ボックスコーナーではプロジェク

ターによりホワイトボード型スクリーンに投影し

発表練習や電子ペンを利用してデジタルデータの

入力なども可能となっています（写真２）。

このようなアクティブ・ラーニングルームやラ

ーニング・コモンズでのICT機器の利用は高く、

写真１　アクティブ・ラーニングルームの使用例

写真２　ラーニング・コモンズ

このような、ICT機器の常用は特定の教室に限ら

ずその他の一般教室でも重要になっていくと考え

ています。

このような学内の教室だけでなく、食堂、ラー

ニング・コモンズや自習スペースなどの共用スペ

ースには情報教育センターより設置した５箇所10

台のデジタルサイネージを設置し、学内の掲示情

報・休講補講をいつでも確認可能となっています。

6．おわりに
このようなICT機器の利用が拡大するにしたがっ

て、見えてきた課題がいくつかあります。

・ ICT機器の一般化とBYODの問題

・機器の高度化に対する、サポートの専門化

・利用に台数制限のあるソフトウェアと利用

可能教室の関係

本学では、現在ラーニング・コモンズ、アクテ

ィブ・ラーニングルーム、食堂と教室付近の廊下

に無線LANのアクセスポイントを設置し、学内の

無線LAN環境を構築しています。しかし、この

10年でスマートフォンが普及し、通信環境がこ

れまで以上に重要になってきています。特に、本

学ではe-Learningシステム、経験値評価ステムと

いつでもつなげられる環境が重要であるシステム

が多いため、それらのネットワークおよび、その

バックボーンの増強は必須であると言えます。

最後に本校執筆の機会を与えていただいた私立

大学情報教育協会に感謝申し上げ、原稿の結びと

します。

文責：園田学園女子大学

情報教育センター　松　秀樹
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研究を年次計画で進める。
①　「情報リテラシー教育」は、情報を用いて課

題探求及び価値の創出に関与する情報活用能
力、情報社会で主体的に判断・行動できる情報
倫理能力、仮説検証・予測を情報通信技術で科
学的に行う能力を修得できるよう、初年次にお
ける分野共通のリテラシー教育と専門教育を連
携した情報教育の実践モデルの研究を年次計画
で進める。平成29年度は、授業方略、指導方
法を中心に詳細設計を行うとともに、教材開発
の研究に着手する。また、必要に応じて実験授
業を実施し、９月の「教育改革ICT戦略大会」
に報告して、意見を求める｡

②　「情報系専門教育」は、社会が抱える問題解
決に、情報通信技術、コンテンツ・サービス、
ソフトウェア開発の面から、イノベーションに
関与できる構想力・問題解決力の育成を目指し
た産学連携による分野横断型のPBL授業モデル
の詳細設計をとりまとめ、「産学連携人材ニーズ
交流会」に提案し、実現の可能性を確認する。

［公益３］私立大学における情報環境の整備促進
に関する調査及び研究、公表・推進

（１）情報環境整備に関する調査及び推進（継続）
【事業組織】情報環境整備促進委員会

教育の質的転換を実現する情報関係の基盤環境を
整備するため、平成29年度から平成31年度までに予
定する私立大学全体の整備計画を調査し、国からの
財政援助の要望をとりまとめ、私立大学団体連合会
に協力を要請するとともに、文部科学省に補助事業
積極化の推進を提案する。なお、教育の情報化の推
進に伴う制度改正に備えて、必要に応じて財政援助
による新たな経費負担の軽減を提案する。

（２）教育・学修機能の高度化等に関する情報シス
テムの研究、推進（継続）

【事業組織】大学情報システム研究委員会
平成25年度から年次計画で逐次答申してきた

学修ポートフォリオの研究成果（「学修ポートフ
ォリオ導入に向けた共通理解の促進策」、「学修ポ
ートフォリオ情報の活用対策と教職員の関わり

【公益目的事業】
［公益１］私立大学における情報通信技術活用に

よる教育改善の調査及び研究、公表・促進
（１）情報通信技術による教育改善の研究（継続）

【事業組織】学系別FD/ICT活用研究委員会
分野別ｻｲﾊ゙ ｰ・ｷｬﾝﾊ゚ ｽ・ｺﾝｿー ｼｱﾑ運営委員会

ICTを活用した教育改善の研究、促進を普及す
るため、アクティブ・ラーニングを中心とした
ICT活用による教育・学修方法、教育の質保証に
必要なICTによる外部評価試験の仕組み、学位プ
ログラム環境に必要なｅシラバスなどによる授業
可視化の取り組みなどを議論する分野連携の対話
集会を実施する。

対話集会では、知識の定着・活用、知識の創造
を目指したICT活用を研究するため、思考力・判断
力・表現力、主体的態度を高める教育改善モデルの
可能性を探求する。とりわけ、答えが一つに定まら
ない問題に解を見出すことができるよう、インター
ネット上で多面的な視点から知識を組み合わせ、新
たな発想・構想を目指す分野横断フォーラム型の教
育モデルについて、詳細設計をとりまとめ、必要に
応じて実験を行い、理解の促進を図る。

（２）私立大学教員の授業改善白書の作成・公表（継続）
【事業組織】基本調査委員会

本協会加盟の大学・短期大学の全専任教員（約５
万人）を対象とした「私立大学教員の授業改善調査」
の結果を集計・分析し、教育現場での問題認識、ア
クティブ・ラーニングへの対応、教学マネジメント
に対する教員の関与の仕方、授業改善のためのICT

活用状況などを「私立大学教員の授業改善白書」と
してとりまとめ・公表し、大学及び文部科学省、関
係機関に施策への反映を呼びかける。

［公益２］私立大学における情報教育の改善充実
に関する調査及び研究、公表・促進（継続）

【事業組織】情報教育研究委員会
情報リテラシー・情報倫理分科会
分野別情報教育分科会
情報専門教育分科会

「情報リテラシー教育」、「情報系専門教育」の

1

私情協ニュース

公益社団法人 私立大学情報教育協会

平成 29年度 事 業 計 画 書

※ICT（Information and Communication Technology）：情報通信技術
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方」、「ｅポートフォリオシステム構築に伴う留意
点と導入事例と課題」）を編集して参考指針とし
てとりまとめ公表し、eポートフォリオシステム
の導入・整備・活用を呼びかける。

［公益４］大学連携、産学連携による教育支援等
の振興及び推進

（１）電子著作物相互利用の推進（継続）
【事業組織】電子著作物相互利用事業委員会

大学または教員が作成した教育コンテンツの相
互利用を普及・推進するため、本協会の電子著作
物相互利用システムの参加呼びかけを強化する。
また、教育の情報化の推進に関する著作権法改正
に伴う課題として、著作権者の権利制限規定の見
直しに伴う著作権法第32条、第35条の法解釈に
関するガイドラインの策定、補償金請求権の対象
範囲、徴収分配団体設立の見通し、補償金額の水
準、教育機関における著作権に関する研修・普及
啓発活動の在り方、契約により著作物等を利用す
る際の利用円滑化方策等について教育関係団体と
権利者団体による当事者間協議が行われているこ
とを踏まえて、協議の動向を注視しつつ検討経過
を情報提供し、必要に応じて協力する。

（２）産学連携による教育支援の振興及び推進（継続）
【事業組織】産学連携推進プロジェクト委員会
①　社会の信頼に応えられる情報系分野の人材

及びICT活用人材の育成を支援するため、大
学及び産業界双方が「産学連携人材育成ニー
ズ交流会」を通じて、産学連携による分野横
断的な教育の仕組みの実現可能性について認
識を深める。

②　教員の教育力向上を支援するため、賛助会
員の協力を得て「大学教員の企業現場研修」
を実施し、情報産業における事業戦略の動向、
社員教育制度の紹介、若手社員を交えた大学
での学びに対する要望など意見交換を通じて、
授業改善に向けた気づきの機会を提供する。

③　学生が情報通信技術の重要性・発展性に興
味・関心を抱き、イノベーションに関与する
姿勢に気づきを提供する「社会スタディ」の
実施方法を改善するため、29年度は活動を休
止し、次年度に向けて準備する。

［公益５］大学教職員の職能開発及び大学教員の
表彰（継続）

（１）情報通信技術を活用した優れた授業研究の評
価と表彰

【事業組織】ICT利用教育改善発表会運営委員会
ICTを活用した教員及び大学の教育力の向上を

図るため、文部科学省の後援を受けて全国の大
学・短期大学を対象に「ICT利用による教育改善
研究発表会」を実施し、教育の質的向上に効果的
なICTの活用研究を選考・表彰し、インターネッ
トによる公表を通じて教育改善の研究を啓蒙・普
及する。

（２）教育改革のための情報通信技術活用に伴う知
識と戦略的活用の普及

(2)-1　教育改革ICT戦略大会（継続）
【事業組織】教育改革ICT戦略大会運営委員会

教育の質的転換を目指す戦略について認識の共
有を促進するため、文部科学省の後援を受けて全
国の大学・短期大学を対象に「教育改革ICT戦略
大会」を実施する。「学士課程教育の改革を加速
する実践的取り組みICT活用」と題して、学修成
果の可視化とICT活用、思考力・判断力・表現力
と主体性を高めるICT活用教育の取り組み、アク
ティブ･ラーニングを活性化するモバイルの活用、
IR活用の実態と効果・課題、問題発見・解決思考
を醸成する情報リテラシー教育の体系化、ICT活
用教育を推進するための著作権法理解など、意見
交換を通じて共通理解を形成する。

(2)-2　短期大学教育改革ICT戦略会議（継続）
【事業組織】短期大学会議教育改革ICT運営委員会
専門職業人材の養成、地域コミュニティ人材の

養成、知識基盤社会に対応した教養的素養人材の
養成、多様な生涯学習機会の提供など、ICTを活
用した短期大学における教育機能の伸長を研究討
議する「短期大学教育改革ICT戦略会議」の運営
方法について改善するため、29年度は活動を休
止し、次年度に向けて準備する。

（３）教員及び職員の情報通信技術活用能力の研修
(3)-1　FDのための情報技術研究講習会（継続）

【事業組織】FD情報技術講習会運営委員会
私立大学における教員の教育技術力の向上を支

援するため、全国の大学・短期大学を対象に
「FDのための情報技術研究講習会」を学外FDと
して実施する。コンテンツ作成技術と授業支援ツ
ール活用方法の演習、分野別にICT活用教育方法
を探求するコースを設けるとともに、特徴的な
ICT活用教育モデル、ICTとモバイルの活用、ICT

活用教育を推進するための著作権法理解などの関
連情報を提供する。

(3)-2　大学職員情報化研究講習会(継続)
【事業組織】大学職員情報化研究講習会運営委員会
私立大学職員のICT活用能力の開発・強化を支
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援するため、全国の大学・短期大学を対象に「大
学職員情報化研究講習会」を基礎講習コースと
ICT活用コースとして実施する。教育の質的転換
を目指したICT活用の企画・提案、eシラバス・e

ポートフォリオ・IRシステムの整備・活用の課題
認識に主体的に関与できるよう、知識理解の獲得
と実践力の向上を目指す。

（４）情報セキュリティの危機管理能力のセミナー
（継続）

【事業組織】情報セキュリティ研究講習会運営委員会
情報セキュリティ対策問題研究小委員会

サイバー攻撃から教育研究資産、金融資産を防
御するために、経営執行担当役員、情報担当部門
の責任者、関係教職員を対象に「大学情報セキュ
リティ研究講習会」を実施する。サイバー攻撃に
対する脅威の周知と危機意識を高めるため、ベン
チマークテストを踏まえた防御対策の点検と改善
策の探求、実践的な情報セキュリティ技術の修得
を通じて、参加大学間で研究・討議する。なお、

「情報セキュリティ対策問題研究小委員会」では、
情報セキュリティ対策に取り組む大学情報のアー
カイブ化、関連規程作成のビデオ・オンデマンド
化を図る。

［公益６］この法人の事業に対する理解の普及（継続）
【事業組織】事業普及委員会、翻訳分科会

公益目的事業について理解と協力を得ることを
目的に、全国の大学及び関係機関に機関誌「大学
教育と情報」の発行とインターネットによる情報
発信を行う。また、全国の大学関係者に事業内容
の理解を普及するため、九州、関西・中四国、東
海、東北、北海道の５地域で事業活動報告交流会
を実施する。

【その他の事業（相互扶助等事業）】
［他１］高度情報化の推進・支援
（１）情報化投資額の点検・評価の推進（継続）

【事業組織】支援室
本協会加盟の大学、短期大学の情報化投資額の

実態を調査し、大学の規模・種別ごとに比較可能
な投資額情報を加盟校ごとに提供する。

（２）情報通信技術活用に伴う相談・助言（継続）
【事業組織】支援室

教育の質的転換に求められる情報通信技術の活
用、教育・学修支援の在り方、財政援助の有効活
用、情報環境の構築等について、加盟校の要請に
基づき個別にキメの細かい相談・助言を提供す
る。

（３）大学、企業、地域社会との連携を推進する拠
点校、関係機関への支援（継続）

【事業組織】支援室
ICTを活用してアクティブ・ラーニング、ポー

トフォリオなどを支援する拠点校、eラーニング
を推進する拠点校、情報倫理教育を支援する関係
機関などの要請に基づき必要に応じて助言支援す
る。また、日本オープンオンライン教育推進協議
会（JMOOC）の会員拡大及び事業活動に対して
役員として参画し、助言などの支援を行う。

（４）報道機関コンテンツの教育利用問題への対応
（継続）

NHKの映像コンテンツを教育に再利用する仕
組みの実現に向けた取り組みについて､文化庁の
審議動向を踏まえながら、必要に応じて対応を考
える。

［他２］経営管理者等に対する教育政策の理解の
普及

（１）教育改革FD/lCT理事長・学長等会議（継続）
加盟校の理事長・学長・学部長等のガバナンス

関係者を対象に、教育の質的転換を加速するため
の教育改革、教学マネジメント改革の認識を深め
るとともに、ICT活用による教育の質保証につい
て、課題認識の共有を目指す。また、サイバー攻
撃から大学を防御するための経営執行部の対応に
ついても認識を深める。

（２）教育改革事務部門管理者会議（継続）
加盟校の事務局長、部・課長等の管理職者を対

象に、ｅシラバス・ｅポートフォリオ・IRシステ
ムの整備・活用に関する課題認識を共有するた
め、「教育改革事務部門管理者会議」を実施する。

［他３］研究会等のビデオ・オンデマンド配信（継続）
【事業組織】事業普及委員会

本協会の事業で発表・講演された映像コンテン
ツを、教職員の職能開発の研究資料として活用で
きるようにデジタルアーカイブ化し、希望する加
盟校及び賛助会員に有料で配信する。

【事業終了】
戦略的教育情報の交流支援

加盟校を対象に大学教育の戦略情報を相互に交
流する「大学間情報交流システム」を介して大学
間での情報共有及び情報交流を支援する。
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理　事　山本　政人
（学習院大学計算機ｾﾝﾀｰ所長）

理　事　塩田　安信
（東北学院大学情報処理センター長）

理　事　宋　少秋
（青山学院大学情報メディアセンター所長）

会　長　向殿　政男
（明治大学顧問、名誉教授）

副会長　安西　祐一郎
（独立行政法人日本学術振興会理事長）

常務理事　小宮　一仁　　　　
（千葉工業大学学長）

常務理事　河合　儀昌
（金沢工業大学常任理事）

常務理事　角田　和巳
（芝浦工業大学学術情報センター長）

常務理事　大野　髙裕
（早稲田大学理事）

常務理事　柴田　一
（関西大学インフォメーションテクノロジーセンター所長）

2

公益社団法人私立大学情報教育協会

役　員（平成29年６月10日現在）
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理　事　馬場　健一
（工学院大学情報科学研究教育センター所長）

理　事 長嶋　利夫
（上智大学情報システム室長）

理　事 佐藤　文博
（中央大学情報環境整備センター所長）

理　事 中嶋　卓雄
（東海大学情報教育センター所長）

理　事　武田　正之
（東京理科大学教育支援機構・情報教育センター長）

理　事 落合　実
（日本大学理事、生産工学部長）

理　事 枝元　一之
（立教大学メディアセンター長）

理　事 廣安　知之
（同志社大学副CIO、生命医科学部教授）

平成29年５月31日の第19回定時総会において理事22名、監事３名を選任し、６月10日の理事会において上
記の役員体制が確定しました。

理　事　永井　　清
（立命館大学教学部長、理工学部教授）

理　事 鈴木　　学
（龍谷大学副学長、総合情報化機構長）

理　事 井口　信和
（近畿大学総合情報基盤センター長）

理　事 末次　　正
（福岡大学CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長）

監　事　後藤　彰寛
（桜美林大学情報システム部部長）

監　事　尾崎　敬二
（国際基督教大学教養学部客員教授）

監　事　青木　茂樹
（駒澤大学総合情報センター所長）
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英語学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
田中　宏明 京 都 学 園 大 学 経済経営学部教授
委　員
松村　豊子 江 戸 川 大 学 ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
吉田　研作 上 智 大 学 言語教育研究センター長
原田　康也 早 稲 田 大 学 法学学術院教授
西納　春雄 同 志 社 大 学 グローバル地域文化学部教授
山本　英一 関 西 大 学 学長補佐、外国語学部教授
五十嵐義行 東 京 国 際 大 学 国際関係学部准教授

心理学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
木村　　裕 早 稲 田 大 学 名誉教授
委　員
松田　英子 東 洋 大 学 社会学部教授
今井　久登 学 習 院 大 学 文学部教授
横山　恭子 上 智 大 学 総合人間科学部教授
片受　　靖 立 正 大 学 心理学部准教授

法律学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
加賀山　茂 名 古 屋 大 学 名誉教授
委　員
執行　秀幸 中 央 大 学 法科大学院法務研究科教授
吉野　　一 明 治 学 院 大 学 名誉教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 大学院法務研究科教授
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法科大学院法務研究科教授
笠原　毅彦 桐 蔭 横 浜 大 学 大学院法学研究科教授

経済学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
林　　直嗣 法 政 大 学 経営学部教授
委　員
碓井　健寛 創 価 大 学 経済学部准教授
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授
児島　完二 名古屋学院大学 経済学部教授
山田　勝裕 京 都 産 業 大 学 経済学部教授
中嶋　航一 帝 塚 山 大 学 経済学部教授
山崎　好裕 福 岡 大 学 経済学部教授

3

公益社団法人私立大学情報教育協会

役員・各種委員会委員

役　　員

会　長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
副会長
安西祐一郎 独立行政法人日本学術振興会 理事長
常務理事
小宮　一仁 千 葉 工 業 大 学 学長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 学術情報センター長
大野　髙裕 早 稲 田 大 学 理事
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事
柴田　　一 関 西 大 学 ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ所長
理　事
塩田　安信 東 北 学 院 大 学 情報処理センター長
宋　　少秋 青 山 学 院 大 学 情報メディアセンター所長
山本　政人 学 習 院 大 学 計算機センター所長
馬場　健一 工 学 院 大 学 情報科学研究教育センター所長
長嶋　利夫 上 智 大 学 情報システム室長
佐藤　文博 中 央 大 学 情報環境整備センター所長
中嶋　卓雄 東 海 大 学 情報教育センター所長
武田　正之 東 京 理 科 大 学 教育支援機構・情報教育センター長
落合　　実 日 本 大 学 理事、生産工学部長
枝元　一之 立 教 大 学 メディアセンター長
廣安　知之 同 志 社 大 学 副CIO、生命医科学部教授
永井　　清 立 命 館 大 学 教学部長、理工学部教授
鈴木　　学 龍 谷 大 学 副学長、総合情報化機構長
井口　信和 近 畿 大 学 総合情報基盤センター長
末次　　正 福 岡 大 学 CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長
監　事
後藤　彰寛 桜 美 林 大 学 情報システム部部長
尾崎　敬二 国際基督教大学 教養学部客員教授
青木　茂樹 駒 澤 大 学 総合情報センター所長

各種委員会

学系別教育FD/ICT活用研究委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 学術情報センター長
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経営学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
佐々木利廣 京 都 産 業 大 学 進路センター長　経営学部教授
委　員
安田　英土 江 戸 川 大 学 社会学部教授
岩井　千明 青 山 学 院 大 学 国際マネジメント研究科教授
青木　茂樹 駒 澤 大 学 経営学部教授
宮林　正恭 東 京 都 市 大 学 客員教授
雑賀　憲彦 名 城 大 学 都市情報学部教授

会計学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
岸田　賢次 名古屋学院大学 名誉教授　大学院特任教授
委　員
松本　敏史 早 稲 田 大 学 大学院会計研究科教授
阿部　　仁 中 部 大 学 経営情報学部准教授
河﨑　照行 甲 南 大 学 共通教育センター教授
金川　一夫 九 州 産 業 大 学 経営学部教授
福浦　幾巳 西 南 学 院 大 学 商学部教授

社会福祉学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
山路　克文 皇 學 館 大 学 現代日本社会学部教授
委　員
戸塚　法子 淑 徳 大 学 総合福祉学部教授
山田　利子 武 蔵 野 大 学 人間科学部教授
天野　マキ 宇都宮短期大学 人間福祉学科社会福祉専攻主任
井上　　浩 徳 山 大 学 福祉情報学部教授

物理学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
藤原　雅美 日 本 大 学 工学部次長
副委員長
寺田　　貢 福 岡 大 学 ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ長、理学部教授
委　員
穴田　有一 北海道情報大学 教養部長、経営情報学部教授
満田　節生 東 京 理 科 大 学 理学部教授
徐　　丙鉄 近 畿 大 学 工学部教育推進センター教授
アドバイザー
松浦　　執 東 京 学 芸 大 学 基礎自然科学講座教授

化学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究ｾﾝﾀｰ次長、理学部准教授
副委員長
小林　憲司 千 葉 工 業 大 学 工学部教育センター教授
委　員
幅田　揚一 東 邦 大 学 理学部教授
松山　　達 創 価 大 学 工学部教授
庄野　　厚 東 京 理 科 大 学 工学部教授

武岡　真司 早 稲 田 大 学 理工学術院教授

栄養学教育FD/ICT活用研究委員会 

委員長
武藤志真子 女 子 栄 養 大 学 名誉教授
委　員
中川　靖枝 実 践 女 子 大 学 生活科学部教授
市丸　雄平 東 京 家 政 大 学 名誉教授
原島恵美子 神奈川工科大学 応用バイオ科学部准教授
酒井　映子 愛 知 学 院 大 学 心身科学部教授
石﨑由美子 福 山 大 学 生命工学部教授
上田龍太郎 日本大学短期大学部 教授　専攻科食物栄養専攻主任

被服学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部教授
委　員
小原奈津子 昭 和 女 子 大 学 生活科学部・環境デザイン学科教授
潮田ひとみ 東 京 家 政 大 学 家政学部教授
石原　久代 椙山女学園大学 生活科学部　教授

機械工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
委　員
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 学術情報センター長
荻原　慎二 東 京 理 科 大 学 理工学部教授
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授
田中　　豊 法 政 大 学 情報メディア教育研究センター長
高野　則之 金 沢 工 業 大 学 工学部機械系主任教授

建築学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
関口　克明 デジタルハリウッド大学 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
委　員
澤田　英行 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
大内　宏友 日 本 大 学 生産工学部教授
松岡　　聡 近 畿 大 学 建築学部教授

経営工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
渡邉　一衛 成 蹊 大 学 名誉教授
委　員
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部長
玉木　欽也 青 山 学 院 大 学 経営学部教授
水野　浩孝 東 海 大 学 情報通信学部教授
細野　泰彦 東 京 都 市 大 学 知識工学部准教授
後藤　正幸 早 稲 田 大 学 理工学術院教授
中島　健一 神 奈 川 大 学 工学部教授
佐々木桐子 新潟国際情報大学 情報文化学部准教授
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医学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
内山　隆久 医療生協さいたま生活協同組合 所長
委　員
椎橋実智男 埼 玉 医 科 大 学 情報技術支援推進センター長
平形　道人 慶 應 義 塾 大 学 医学部医学教育統轄センター教授
建部　一夫 順 天 堂 大 学 医学部医学教育研究室膠原病内科准教授
山本　貴嗣 帝 京 大 学 医学部内科学講座准教授
大久保由美子 東京女子医科大学 医学部医学科医学教育学講師
高松　　研 東 邦 大 学 医学部長
藤倉　輝道 日 本 医 科 大 学 医学教育センター副センター長
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター学術・業務部門准教授

歯学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部　歯科医学教育推進室主任教授
新井　一仁 日 本 歯 科 大 学 歯科矯正学講座教授
佐藤　利英 日 本 歯 科 大 学 新潟生命歯学部准教授
藤井　　彰 日 本 大 学 名誉教授
奥村　泰彦 明 海 大 学 歯学部教授
花田　信弘 鶴 見 大 学 歯学部教授
岡崎　定司 大 阪 歯 科 大 学 欠損歯列補綴咬合学講座教授
森實　敏夫 日本医療機能評価機構 客員研究主幹

薬学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
黒澤菜穂子 北海道薬科大学 医薬情報解析学分野教授
副委員長
齊藤　浩司 北海道医療大学 薬学部教授
委　員
西村　哲治 帝 京 平 成 大 学 薬学部薬学科教授
大谷　壽一 慶 應 義 塾 大 学 薬学部臨床薬学講座教授
大嶋　耐之 金 城 学 院 大 学 薬学部教授
大津　史子 名 城 大 学 薬学部教授
松野　純男 近 畿 大 学 薬学部医療薬学科教授
徳山　尚吾 神 戸 学 院 大 学 薬学部教授

医療系分野フォーラム型実験小委員会

主　査
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部　歯科医学教育推進室主任教授
委　員
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
高松　　研 東 邦 大 学 医学部長
三浦　公嗣 慶 應 義 塾 大 学 医学部教授
原島恵美子 神奈川工科大学 応用バイオ科学部准教授
山元　俊憲 昭 和 大 学 薬学部教授
小原眞知子 日本社会事業大学 社会福祉学科教授

サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

（委員長は置かず、座長を持ち回り）
担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 学術情報センター長
（政治学）
委　員
平野　　浩 学 習 院 大 学 法学部教授
川島　高峰 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
昇　　秀樹 名 城 大 学 都市情報学部教授
名取　良太 関 西 大 学 総合情報学部教授

（社会学）
委　員
土屋　　薫 江 戸 川 大 学 社会学部教授
干川　剛史 大 妻 女 子 大 学 人間関係学部教授
犬塚潤一郎 実 践 女 子 大 学 生活科学部教授
（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ関係学）
委　員
北根　精美 常 磐 大 学 国際学部教授
鈴木　利彦 早 稲 田 大 学 商学学術院教授

（国際関係学）
委　員
林　　　亮 創 価 大 学 文学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 法学部教授

（芸術系美術・デザイン学）
委　員
小川　　博 東 海 大 学 情報教育センター教授
有馬十三郎 東 京 家 政 大 学 家政学部教授
宮田　義郎 中 京 大 学 情報理工学部教授
井澤　幸三 大 手 前 大 学 メディア芸術学部教授
（教育学）
委　員
舟生日出男 創 価 大 学 教育学部准教授
三尾　忠男 早 稲 田 大 学 教育・総合科学学術院教授
竹熊　真波 筑紫女学園大学 文学部教授

（体育学）
委　員
大橋　二郎 大 東 文 化 大 学 スポーツ・健康科学部教授
内山　秀一 東 海 大 学 体育学部教授
來田　享子 中 京 大 学 スポーツ科学部教授
田附　俊一 同 志 社 大 学 スポーツ健康科学部教授

（電気通信工学）
委　員
新津　善弘 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
小林　清輝 東 海 大 学 工学部教授
高原　健爾 福 岡 工 業 大 学 工学部教授

（土木工学）
委　員
栗原　哲彦 東 京 都 市 大 学 工学部准教授
武田　　誠 中 部 大 学 工学部教授
建山　和由 立 命 館 大 学 常務理事、理工学部教授
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北詰　恵一 関 西 大 学 環境都市工学部教授
（数学）
委　員
井川　信子 流 通 経 済 大 学 法学部教授
白田由香利 学 習 院 大 学 経済学部教授
山本　修一 日 本 大 学 特任教授
平野照比古 神奈川工科大学 情報学部教授
山崎　洋一 岡 山 理 科 大 学 理学部講師
（生物学）
委　員
須田　知樹 立 正 大 学 地球環境科学部准教授
佐野　元昭 金 沢 工 業 大 学 教務部副部長、バイオ・化学部教授
西村　靖史 別 府 大 学 メディア教育・研究センタ情報教育・研究部長
（看護学）
委　員
仲井　克己 帝 京 平 成 大 学 健康医療スポーツ学科教授
中山　栄純 北 里 大 学 看護学部准教授
梶井　文子 東京慈恵会医科大学 医学部看護学科教授
（統計学）
委　員
渡辺美智子 慶 應 義 塾 大 学 大学院健康マネジメント研究科教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会研究科教授、情報センター長
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授

情報教育研究委員会

担当理事
安西祐一郎 独立行政法人日本学術振興会 理事長
委員長
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
委　員
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 ﾒデｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
牧野　光則 中 央 大 学 理工学部教授
アドバイザー
筧　　捷彦 早 稲 田 大 学 名誉教授
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
児島　完二 名古屋学院大学 教務部長、経済学部教授

情報リテラシー・情報倫理分科会

主　査
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 ﾒデｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
委　員
高岡　詠子 上 智 大 学 理工学部教授
和田　　悟 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
金子　勝一 山 梨 学 院 大 学 経営情報学部教授
中西　通雄 大 阪 工 業 大 学 情報科学部教授
本村　康哲 関 西 大 学 文学部教授
アドバイザー
松田　稔樹 東 京 工 業 大 学 リベラルアーツ研究教育院准教授

情報リテラシー・情報倫理分科会　教材作成小委員会

主　査
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 ﾒデｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
委　員
神部　順子 江 戸 川 大 学 ﾒデｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
八木　　徹 江 戸 川 大 学 ﾒデｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部准教授
山口　敏和 江 戸 川 大 学 ﾒデｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部
小原　裕二 江 戸 川 大 学 ﾒデｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部
久東　光代 日 本 女 子 大 学 人間社会学部心理学科准教授
星名　由美 日 本 女 子 大 学 人間社会学部心理学科
高橋　　等 静 岡 産 業 大 学 情報学部情報デザイン学科教授
アドバイザー
小杉　直美 北 翔 大 学 教育文化学部教育学科教授
松尾　由美 関 東 短 期 大 学 こども学科

情報専門教育分科会

主　査
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
須田　宇宙 千 葉 工 業 大 学 情報科学部准教授
松浦佐江子 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
高田　哲雄 文 教 大 学 情報学部教授
佐野　典秀 静 岡 産 業 大 学 情報学部教授
藤田　昌克 帝 京 大 学 文学部教授
アドバイザー
斎藤　直宏 (株)バンダイナムコスタジオ コーポレート本部経営管理部長
上野　新滋 (株)FUJITSUユニバーシティ 産学官連携グループ長

分野別情報教育分科会

主　査
児島　完二 名古屋学院大学 教務部長、経済学部教授
委　員
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部教授
大谷　壽一 慶 應 義 塾 大 学 薬学部教授
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 学術情報センター長
アドバイザー
武藤志真子 女 子 栄 養 大 学 名誉教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報ｾﾝﾀｰ学術・業務部門准教授

大学情報システム研究委員会

担当理事
大野　髙裕 早 稲 田 大 学 理事
委員長
岩井　　洋 帝 塚 山 大 学 文学部教授
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部　歯科医学教育推進室主任教授
杉山由紀男 創 価 大 学 文学部副部長
小川　賀代 日 本 女 子 大 学 理学部教授
藤本　元啓 崇 城 大 学 総合教育センター教授
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アドバイザー
森本　康彦 東 京 学 芸 大 学 情報処理センター准教授
酒井　智行 (株)朝日ネット 営業二部部長
加藤　博文 (株)ニッセイコム 公共情報事業本部ｼｽﾃﾑ第二部長
奥出健太郎 (株)富士通マーケティング システム本部関西第二システム部

電子著作物相互利用事業委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 学術情報センター長
委員長
半田　正夫 青 山 学 院 大 学 名誉教授
委　員
宮林　正恭 東 京 都 市 大 学 客員教授
高木　範夫 早 稲 田 大 学 早稲田アカデミックソリューション
アドバイザー
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 大学院法務研究科教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター学術・業務部門准教授

ICT利用教育改善発表会運営委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 学術情報センター長
委員長
東村　高良 関 西 大 学 社会学部特別契約教授
委　員
服部　隆志 慶 應 義 塾 大 学 環境情報学部教授
田中　　豊 法 政 大 学 デザイン工学部教授
友永　昌治 立 正 大 学 文学部教授・図書館長
西村　昭治 早 稲 田 大 学 人間科学学術院教授
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授
田中　宏明 京 都 学 園 大 学 経済経営学部教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター学術・業務部門准教授

教育改革ICT戦略大会運営委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委　員
尾崎　敬二 国際基督教大学 教養学部客員教授
田村　恭久 上 智 大 学 理工学部教授
望月　雅光 創 価 大 学 学習支援センター長
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
稲葉　興己 玉 川 大 学 教学部長
川村　幸夫 東 京 理 科 大 学 理工学部教授
大島　　尚 東 洋 大 学 社会学部教授
阿部　直人 明 治 大 学 理工学部教授
友永　昌治 立 正 大 学 文学部教授・図書館長
山名　早人 早 稲 田 大 学 情報企画部長、理工学術院教授
森本　雅博 大 手 前 大 学 メディア教育センター長
寺田　　貢 福 岡 大 学 理学部教授
アドバイザー
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐

短期大学会議教育改革ICT運営委員会

担当理事
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委員長
戸高　敏之 同 志 社 大 学 名誉教授
委　員
岡本　尚志 聖 徳 大 学 児童学部児童学科専任講師
三田　　薫 実践女子大学短期大学部 英語コミュニケーション学科教授
西岡　健自 戸板女子短期大学 国際コミュニケーション学科教授
後藤　善友 別府大学短期大学部 初等教育科准教授

FD情報技術講習会運営委員会

担当理事
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事
委員長
今井　　賢 立 正 大 学 名誉教授
委　員
渡辺　博芳 帝 京 大 学 理工学部教授
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究センター次長、理学部准教授
杤尾　真一 追手門学院大学 経済学部准教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 大学院法務研究科教授
アドバイザー
児島　完二 名古屋学院大学 教務部長、経済学部教授
家本　　修 大 阪 経 済 大 学 名誉教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター学術・業務部門准教授
山本　　恒 園田学園女子大学 名誉教授

大学職員情報化研究講習会運営委員会

担当理事
大野　髙裕 早 稲 田 大 学 理事
委員長
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐
副委員長
遠藤　桂一 芝 浦 工 業 大 学 情報システム部長
委　員
志田　紀子 東 海 大 学 総合情報センター伊勢原情報システム課課長代行
深谷　公男 東 京 理 科 大 学 学術情報システム部長
鈴木　浩充 東 洋 大 学 情報システム部情報システム課長
吉田　　清 日 本 大 学 本部管財部ＩＴ管理課長
山田　浩哉 明 治 大 学 情報メディア部メディア支援事務室事務長
毛利　立夫 立 教 大 学 メディアセンター課長
齋藤　邦男 関 東 学 院 大 学 教務課担当課長
田中　幸雄 京 都 産 業 大 学 情報センター課長
中原　伸夫 同 志 社 大 学 総務部情報企画課長
畑田　知也 龍 谷 大 学 情報メディアセンター事務部次長
砂田　吉史 関 西 大 学 学術情報事務局システム開発課長
川﨑　直人 武庫川女子大学 教務部次長
アドバイザー
齋藤真左樹 日 本 福 祉 大 学 常務理事、副学長

私情協ニュース
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情報セキュリティ研究講習会運営委員会

担当理事
柴田　　一 関 西 大 学 ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ所長
委員長
浜　　正樹 文 京 学 院 大 学 情報教育研究センター長、外国語学部教授
委　員
小川　浩幸 獨 協 大 学 教務部教務課係長
根本　貴弘 青 山 学 院 大 学 情報メディアセンター
入澤　寿美 学 習 院 大 学 計算機センター教授
佐久間拓也 文 教 大 学 湘南情報センター長、情報学部准教授
服部　裕之 明 治 大 学 情報メディア部生田メディア支援事務室副参事
峰内　暁世 立 正 大 学 情報環境基盤センター品川情報システム課長
西松　高史 金 城 学 院 大 学 財務部システム担当課長
岡部　　仁 中 部 大 学 総合情報センター次長
沼　　将博 立 命 館 大 学 情報システム部情報基盤課
アドバイザー
市川　　昌 江 戸 川 大 学 名誉教授

情報セキュリティ対策問題研究小委員会

主　査
浜　　正樹 文 京 学 院 大 学 情報教育研究センター長、外国語学部教授
委　員
菊池　浩明 明 治 大 学 総合数理学部先端メディアサイエンス学科教授
高倉　弘喜 国立情報学研究所 アーキテクチャ科学研究系教授
満永　拓邦 東 京 大 学 大学院情報学環特任准教授
松坂　　志 情報処理推進機構 技術本部ｾｷｭﾘﾃｨｾﾝﾀｰ調査役
小屋　晋吾 トレンドマイクロ(株) 執行役員、総合政策担当部長
立道　豊典 日 本 電 気 (株) ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｻｲﾊﾞｰ事業戦略ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾆｱｴｷｽﾊﾟｰﾄ
洞田　慎一 JPCERT コーディネーションセンター 早期警戒グループマネージャー

事業普及委員会

担当理事
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委員長
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
委　員
波多野和彦 江 戸 川 大 学 メディｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授
山本　眞一 桜 美 林 大 学 大学院部長
尾崎　敬二 国際基督教大学 教養学部客員教授
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐
西浦　昭雄 創 価 大 学 教務部長、学士課程教育機構教授

事業普及委員会・翻訳分科会

主　査
山本　英一 関 西 大 学 学長補佐、外国語学部教授
委　員
田村　恭久 上 智 大 学 理工学部教授

基本調査委員会

担当理事
小宮　一仁 千 葉 工 業 大 学 学長
委員長
真鍋龍太郎 文 教 大 学 名誉教授
副委員長
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部長
委　員
今井　　久 山 梨 学 院 大 学 現代ビジネス学部教授
高木　　功 創 価 大 学 経済学部教授
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部　歯科医学教育推進室主任教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会研究科教授、情報センター長
アドバイザー
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授

産学連携推進プロジェクト委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、校友会会長、名誉教授
副委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
辻村　泰寛 日 本 工 業 大 学 情報工学科教授
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部教授
酒井　孝彦 東 京 工 芸 大 学 芸術学部准教授
白崎　博公 玉 川 大 学 名誉教授
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授
歌代　　豊 明 治 大 学 総合理数学部教授
松本　安生 神 奈 川 大 学 人間科学部教授
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
アドバイザー
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
吉永　裕司 (株)内 田 洋 行 執行役員、高等教育事業部長
宮脇　　孝 (株)日立製作所 文教情報営業部長
中塚　充之 富 士 通 (株) シニアマネージャー
青木　宏之 日 本 電 気 (株) シニアマネージャー

情報環境整備促進委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、校友会会長、名誉教授
委　員
宮川　裕之 青 山 学 院 大 学 社会情報学部教授
田村　恭久 上 智 大 学 理工学部情報理工学科教授
橋本　順一 玉 川 大 学 ｅエデュケーションセンター長
渡邉　博芳 帝 京 大 学 理工学部教授
梅田　茂樹 武 蔵 大 学 経済学部教授
アドバイザー
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授

私情協ニュース
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月　日 会議名 会　場

本協会加盟校のメリット
○分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された成功事例・失敗事例や、今後の課題に関する意見交換

のビデオを視聴できます。
○「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる授業

改善の動向を把握できます。
○加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け会

議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
○加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関す

る話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内研
修に活用できます。

○教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談しきめ細かい助言が
受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。

○加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行うこ
とで、今後の対策について助言が受けられます。

○本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々のア
ドバイスを受けられます。

○会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟校よりも有利に設定されています。

会議名 会　場月　日
１月11日（木）
２月と３月予定
２月予定
３月予定
３月20日（火）

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
東京都内を予定
関西地区を予定
東京都内を予定
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

新年賀詞交歓会
産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携人材ニーズ交流会
第21回臨時総会

4
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平成29年度行事日程と加盟校のメリット

平成29年

平成30年

５月31日（水）
７月18日（火）～20日（木）
８月２日（水）
８月９日（水）
８月24日（木）、25日（金）
９月５日（火）～７日（木）
10月31日（火）
11月27日（月）
12月上旬予定

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
浜名湖ロイヤルホテル（静岡県）
青山学院大学（青山キャンパス）
東京理科大学 森戸記念館（東京、神楽坂）
学習院大学
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
北海道・東北・中部・関西・九州地域の大学

第19回定時総会
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース］
教育改革FD/ICT理事長・学長等会議
ICT利用による教育改善研究発表会
大学情報セキュリティ研究講習会
教育改革ICT戦略大会
教育改革事務部門管理者会議
第20回臨時総会
地域別事業活動報告交流会

12月予定 関西地区を予定大学職員情報化研究講習会[ICT活用コース]
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）ICTを活用したアクティブ・ラーニング等の研究
教育の質的転換に向けた教育改善を促進するため、ICTを活

用した能動的学修（アクティブ・ラーニング）への取り組み方策
等について関連する分野が連携して研究し、オープンに教員有志
による対話集会を開催し、理解の促進を図ることにしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理するため「私立大学情報環境基本調
査」を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学習成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②情報リテラシー教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」の獲得を通して、健全
な情報社会を構築するための知識・態度とICTに関する科学
的な理解・技能を統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルの研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みとして「情報通信系教育」と「デザイン・コンテンツ系教
育」のモデルを研究しています。

５）学修ポートフォリオの研究
大学に共通する情報システムの課題を年次ごとに研究し、公

表しています。「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフ
ォリオ導入に向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活
用対策と教職員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構
築・運用に伴う留意点・課題についてを研究し、平成29年５月
に参考指針をとりまとめ、公表し、eポートフォリオシステム

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織
正会員は206法人（225大学、64短期大学）となっており、賛助

会員57社が加盟しています（会員数は平成29年４月15日現在のも
のです）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
の導入・整備・活用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて著作権法の改正を文化庁に働きかけています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「社会スタディ」を実施しています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

改革と教学マネジメント体制の研究
５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）地域別事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニング専門人材の育

成、ｅラーニング推進の拠点校に対するマネージメント等の協力・
支援、「日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC)」への支援

４）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応
５）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理

者会議の開催
６）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド

の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 
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公益社団法人私立大学情報教育協会とは

本法人の事業
私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、

望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推
進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、
平成23年４月１日に認定された新公益法人の団体です。

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団
体を母体に、コンピュータを導入した教育を振興・普及するため、国の財政援助の実現を事業の中心と
して創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会です。その後、平成4年に文部省から情報教育の振興・
充実を目的として社団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

本法人の構成は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人を正会員とし、本法人の事業を賛助する
ため法人又は団体による賛助会員を設けています。（正会員206法人、225大学、64短期大学、賛助会員
57［平成29年4月1日現在］）

1. 私立大学における情報通信技術活用による
教育改善の調査及び研究、公表・促進

情報通信技術による教育改善の研究
①教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を策定し、学士力の実現に向けて30分野のICTを活用した教育改善モデルの
提言を公表しています。必要に応じて改善モデルの内容を見直し、教育目標・教育方法・評価等に
ついて更新しています。現在は、答えが一つに定まらない問題に解を見出すことができるよう、イ
ンターネット上で多面的な視点から知識を組み合わせ、新たな発想・構想を目指す分野横断フォー
ラム型のＰＢＬモデルについて、医療系分野・会計学分野・法学分野で研究しています。

※英語、心理学、政治学、国際関係学、社会学、コミュニケーション関係学、経済学、経営学、社会福祉学、教育学、統計学、数学、
生物学、物理学、化学、機械工学、建築学、土木工学、経営工学、電気通信工学、栄養学、被服学、美術・デザイン学、薬学、看護学

②ICTを活用したアクティブラーニング等の研究
教育の質的転換に向けて学生が主体的に問題を発見し解答を見出していくアクティブラーニング

を効果的に進めていくICTの活用を研究しています。
知識の定着・活用、知識の創造を目指したＩＣＴ活用を研究するため、知識・技能・思考力・判

断力・表現力・主体的態度等の「学力の３要素」を高める教育改善モデルの可能性、教育の質保証
に必要なＩＣＴによる外部評価試験の仕組み、学位プログラム環境に必要な授業可視化の取り組み
などの教学マネジメントについて、教員を中心としたオープンな分野連携による対話集会を実施し、
アクティブラーニングが実践されるよう対話集会での映像や意見交流の内容を整理し、理解の共有
と促進を図っています。

大学教育への提言

アクティブ・ラーニング（ＡＬ）の教育効果

授業改善に対する教員の意識調査の公表
３年間隔で加盟校の全教員約５万４千人を対象に「私立大学教員

の授業改善調査」を実施し、教育の質的転換に向けて教育改善に対
する教員の受け止め方を把握し、どのように対応していくべきか、今後
の課題を整理・提言し、大学、文部科学省、関係団体等に施策への
反映を呼びかけています。平成28年度に調査を実施し、その結果を
平成29年度に「私立大学教員の授業改善白書」としてネット上で公
開します。

※公益目的事業の成果は本協会のWebサイトから閲覧できます。

不特定多数の利益増進を図る公益目的事業



域社会・産業界との連携、グローバル人材の育成に必要な情報環
境の維持・充実に必要な財政支援を文部科学省等関係機関に提案
します。また、財政援助を効果的に活用するための留意点につい
て整理し、大学関係者に理解の促進を図ります。

情報環境整備の自己点検・評価
３～４年間隔で加盟大

学を対象に調査を行い、
情報環境の整備実態及び
利用状況の自己点検・評
価を解析して、「私立大
学情報環境白書」をとり
まとめ、情報環境に対す
る取り組みの振り返りを
通じて、改善に向けた対
応策の理解促進を図りま
す。平成26年12月に調
査を実施し、27年５月
に白書をとりまとめネッ
ト上で公開し、大学、文
部科学省、関係団体等に
理解を呼びかけています。
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社会に通用する情報活用能力の紹介
人文・社会・自然科学の各分野で高度情報社会を主体的・

自律的に行動できる情報活用能力の到達目標、教育学修方法、
学修成果の評価に関するガイドラインを公表しています。そ
の上で分野共通に身に付けるべき情報リテラシー教育として

「問題発見・解決を思考する枠組み」の獲得を通して、健全な
情報社会を構築するための知識・態度とICTに関する科学的

2. 私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、
公表・促進

3. 私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、
公表・推進

な理解・技能を統合した学修モデルを研究しています。また、
情報専門人材を目指した教育では、イノベーションに関与で
きる構想力・問題解決力を培うための教育モデルについて産
学連携による分野横断型PBL学修の仕組みを「情報通信系教
育」、「デザイン・コンテンツ教育」、「ソフトウェア開発」の
面から研究しています。

教育・学修機能の高度化に関する
情報システムの紹介

大学に共通する情報システムの課題
を年次ごとに選定・研究し、公表しま
す。平成24年度まではクラウド・コン
ピューティングを導入した情報システ
ムの研究を行いました。25年度からは
教育の質的転換を進める上で大学が整
備すべき「学修ポートフォリオ」につ
いて、目的、役割、活用方法、学生・
教職員への理解の普及、学修ポートフ
ォリオ情報の活用対策、ICTを用いたe
ポートフォリオの構築・運用に伴う留
意点・課題について研究した成果を編集し、平成29年度に参考
指針をとりまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・
整備・活用を呼びかけています。

教育改革実現のための情報環境整備計画
調査による財政支援の提案

毎年、すべての私立大学を対象に情報環境に対する財政支援の
計画を調査・分析し、私立大学における教育活動の質的転換、地

私立大学情報環境白書

4. 大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進

大学における教育研究用電子著作物の相互利用を支援するため、イン
ターネットを介して電子著作物の相互利用と権利処理手続きを無料で代
行します。また、教育の情報化を推進するため、ｅラーニングにおける
コンテンツ利用環境の改善を目指して、教育利用での著作権法の一部改
正の要望をとりまとめ、その実現に向けて情報提供等の働きかけを展開
しています。

産学連携による教育支援の推進
大学教員と産業界関係者による情報系分野の人材育成に関する意見

交流の場として、「産学連携人材ニーズ交流会」を毎年開催し、イノ
ベーションを創出するオープンな人材育成の重要性や仕組みづくりに
ついて認識を共有します。

また、教員の教育力向上を促進するため、情報関係企業の協力を得
て、事業及び社員の人材育成について知見を共有した上で授業を振り
返える機会を提供する「教員の企業現場研修」を実施しています。

さらに、国立・公立・私立の大学１・２年生に情報通信技術に関す
る興味・関心を抱かせ、主体的な学びの重要性を気づかせるため、

教育コンテンツ
相互利用システム

「社会スタディ」を実施し、有識者からの情報提供と質
疑応答を踏まえて、グループで「ICTを活用して未来に
向けてどのように関わっていくべきか」意見交流し、
その成果を本協会で審査して優れた取り組みに「優秀
証」を発行しています。

インターネットによる教育研究コンテンツの相互利用
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産学連携人材ニーズ交流会 教員の企業現場研修 社会スタディ

5. 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰
教員対象

・情報通信技術（ICT）を活用した優れた教育実践の評価
と表彰
毎年８月上旬に全国の大学関係者を対象に「ICT利用による教育改

善研究発表会」を文部科学省の後
援を受けて開催し、教育改善の実
践事例として有用な研究発表を選
定評価し、表彰を通じて全国の大
学に優れた教育改善の取組みとし
てネット上で広く紹介しています。

・教育指導能力の向上を図るための情報通信技術（ICT）
の研究講習
毎年２月下旬または３月上旬に私立大学の教員を対象に情報通信技

術活用能力の習得を目指し
て「FDのための情報通信技
術研究講習会」を開催して
ICTを活用したアクティブラ
ーニングの教育方法等、大
学教員の教育技術力の支援
を行っています。

職員対象
・職員の業務改善能力を強化するための

情報通信技術活用力（ICT）の研修
私立大学の職員を対象に「大学職員情報化研究講習会」を毎年７月

と12月に開催し、情報通信技術
を活用した教育・学修支援のマネ
ジメント、人材育成支援、IR（大
学機関による教育・経営の自己診
断調査活動）、業務運営などへの
関与の仕方を 研修し、職員の職
務能力の強化促進に努めています。

教員・職員対象
・教育改革のための情報通信技術活用（ICT）に

伴う知識と戦略の普及
大学における教育改革の基本問題及び情報通信技術活用に

伴う教育政策・教育活動等に関する知識・理解を普及するた
め、全国の大学を対象に文部科学省の後援を受けて毎年９月
上旬に「教育改革ICT戦略大会」を開催しています。

・短期大学の教育力向上を図るための
取組み等の連携及び戦略の探求

短期大学の教育力を強化するため課題の認識及び情報通
信技術を活用した教育戦略への取組みについて協議し、問
題解決の方策を探求するため、全国の短期大学を対象に毎
年９月上旬に「短期大学教育改革ICT戦略会議」を開催し
ています。平成29年度は、運営方法等を見直すため実施
を延長し、平成30年に予定しています。

・情報セキュリティの危機管理能力の
強化を図るセミナー

大学が所有する情報資産を安全に管理・運用できるよう情報
セキュリティ対策の危機管理能力の強化を推進するため、毎年
８月下旬に私立大学を対象に「大学情報セキュリティ研究講習
会」を開催し、サイバー攻撃に対する脅威の周知と危機意識を
高めるため、ベンチマークテストを踏まえた防御対策の点検と
改善策の探求、実践
的なセキュリティ技
術の修得を通じて研
究・討議します。ま
た、情報セキュリテ
ィ対策に取り組む大
学情報のアーカイブ
化、関連規程の作成
ビデオ・オンデマン
ド化に努めています。

機関誌「大学教育と情報」

6. この法人の事業に対する理解の普及
公益目的事業に対する理解の促進及び普及をはかるために、機関誌「大学教育と情報」の発行を年

４回、全国の大学、政府、関係機関等向けに発行しています。また、インターネット上で事業の経過
及び成果を随時情報公開するとともに、意見の収集を行い、事業の見直しなどに反映できるようにし
ています。また、九州地域、中・四国・関西地域、中部地域、東北地域、北海道地域にて事業報告交
流会を実施して、事業への理解促進及び意見をうかがい、事業の改善に反映するようにしています。

FDのための情報技術研究講習会

大学職員情報化研究講習会

大学情報セキュリティ研究講習会
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〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4階
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473　info@juce.jp

会員を対象としたその他の事業
高度情報化の推進・支援として
●３年ごとに情報化投資額の費用対効果の点検を本協会から受

けることで、費用の有効性※を洗い出し、教育の質的転換に
向けた情報環境活用対策の改善点を指摘し大学ごとにフィー
ドバックします。

●教育改革に求められる情報通信技術の活用、教育・学修支援、
財政援助の有効活用など、加盟校の要請に応じて相談・助言
します。

●大学連携による授業支援、教材の共有化、ｅラーニング専門
人材の育成、ｅラーニング推進の拠点校に対してマネジメン
ト等の協力・支援をします。

●日本としてのMOOC環境を整備するため、日本オープンオ
ンライン教育推進協議会（JMOOC)に対して助言等の支援を
します。

●放送局の映像コンテンツを教育に再利用する可能性等を研究
し、働きかけます。

経営管理者等に対する情報通信技術（ICT）
を活用した教育政策の理解普及として
●加盟校の理事長、学長、役員、学部長、学科長（短期大学）

等本人による「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」を開
催し、教育改革とICTを結び付けた最新の戦略情報を得るこ
とができます。

●加盟校の事務局長、部・課長を対象とした「教育改革事務部
門管理者会議」を開催し、教学マネジメント体制の構築に
ICTを活用する最新の情報を提供します。

教職員の知識・理解を拡大するための
ビデオ・オンデマンドの配信
●本法人で実施した発表会、大会等の映像コンテンツ（28年

度127件、27年度158件、26年度173件）を希望に応じて配
信します。コンテンツは毎年度更新され拡大していきます。

●遠隔地の大学・短期大学でも会員の特典として毎年実施して
いる講演や研究発表の動画を閲覧できますので、教員・職員
の職能開発に活用できます。

●映像コンテンツは有料ですが、２年目は１割、３年目は無料
となり、現在26年度のコンテンツは申込に応じて全て無料
で配信します。

ビデオ・オンデマンド配信

公益社団法人　私立大学情報教育協会

１．全学的な教学マネジメントに向けた情報通信技術（ＩＣＴ）の利活用
（ＩＣＴを活用した教育課程の可視化、学修指導を自己点検・評価するeポート
フォリオ、シラバス点検の取組み等）

２．教育の質的転換を目指した教育・学修支援環境
（ＬＭＳ、eラーニング、反転授業の実施、eポートフォリオや学生カルテの導
入、ＩＣＴを利活用した地域・産業界・大学間連携、コンテンツ・アーカイブ
化等)

３．ＦＤ支援の点検
（ＩＣＴを活用した教育改善計画、アクティブ・ラーニングの推進、eポートフ
ォリオを利活用する研修の実施等）

４．情報環境として備えるべき施設
（ネットワークの高速化、教室のＩＣＴ環境、情報セキュリティ体制、情報資
産の把握、インシデント情報共有、情報セキュリティの自己点検・評価・改善
体制等）

５．大学の活動を調査・分析・改善するIRの取組み
（ＩＲの導入状況、教育のＩＲ活動の取組み、経営のＩＲ活動の取組み）

６．教育情報公表の点検
（教育情報公表の取組み、外部と意見交流、教育情報の構築体制の有無）

※情報化投資額の有効性評価リスト



37JUCE Journal 2017年度 No.1

1

事業活動報告

公益社団法人私立大学情報教育協会

私立大学教員の授業改善白書（平成29年5月）

平成28年度調査結果

教育現場での問題認識 / アクティブ・ラーニング（ＡＬ）に対する取り組み / 実施状況 / 実施する目的 /

実施内容 /教育効果 / 実施していない理由 / 推進・普及するための課題 / 教学マネジメントに対する関与

の仕方 / 教育改善のための情報通信技術（ICT）の活用状況 / 情報通信技術（ICT）を活用した授業の事例
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大学教員の企業現場研修／産学連携人材ニーズ交流会／社会スタディ
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事業活動報告

大学教員の企業現場研修

平成28年度

情報系人材の育成に向けた産学連携事業を本格的
に実施するため、本協会では平成23年度から賛助企
業の協力を得て「大学教員の企業現場研修」の取り
組みを進めている。本事業の本事業の目的は、「学生
に学びの動機付けを行うための現場研修」、「キャリ
ア形成支援の教育力向上に向けた現場研修」、「最新
の現場情報・技術・技能等の振り返りの現場研修」
の三つとしているが、平成28年度は、賛助会員企業
の協力を得て２月と３月に計４回の「大学教員の企
業現場研修」を実施した。以下に開催結果を報告する。

第１回　日本電気株式会社
１．研修テーマ：社会価値創造企業における人材

育成・人財確保を現場で学ぶ　
２．研修目的：本研修では、社会に貢献し、新たな

価値を社会とともに創造していくNECの先端技
術開発や、その技術を用いて製品やサービスを
提供している事例を紹介するとともに、企業の
現場で求められる人材育成の考え方や社員教育
制度について紹介します。また、若手社員との
交流を通じて大学教育に求められる学びについて
考えるきっかけづくりとします。

３．研修企業：日本電気株式会社
４．開催日時：平成29年２月９日（木）
５．開催場所：NEC本社ビル　
６．参加者数：24名

プログラム
13：00　事業の概要紹介

生体認証によるセキュリティ対策やAI技術によるビ
ッグデータ活用など、最先端技術を活用した様々なソ
リューションを提供し、人がより豊かに生きるための
社会価値創造を目指し、「安全・安心・効率・公平」な
社会の実現のための社会インフラで未来をささえる事業
概要を紹介します。

NECにおける共創活動
不透明でより複雑化する社会課題を紐解き、安全・

安心・効率・公平な社会の実現に貢献する社会価値を
生み出していくには、顧客などのステークホルダと課
題から共に考え、一緒に解決策を見出していく共創活
動が最も必要になります。NECが全社で取り組んでい
る対話しながら課題に取り組む「共創型ワークショッ
プ」で社会価値を生み出す共創活動の取り組みについ
て紹介します。

14：15　ICTを活用した働き方改革
NECでは、生産性の向上や従業員の多様なニーズに

応じた働き方の観点から在宅勤務制度や裁量労働制度
等、他社に先んじて新しい制度を導入してきました。
また、男女問わず育児や介護を行いながら、キャリア
を継続できる仕組みや制度の導入を進めています。多
様なワークスタイルを実現する各種人事制度の紹介と

ともに、ICTを活用した効率的な働き方について紹介
します。

社員教育制度の紹介
セルフディベロップメント（自らの意思で自らの能

力開発をはかるという考え方）を基本に、事業に貢献
する人材づくりを目指し、「事業遂行力の強化」「プロ
フェッショナル人材の育成」「マネジメント人材の育成」
を人材開発の３つの柱として、社会にイノベーション
をもたらし、常に成長し続ける人材を育成するNECの
社員教育制度や、NECグループが常に意識し大切にし
ていく「人財哲学」について紹介し、意見交換を行いま
す。

15：45　若手社員との意見交換（大学での学びについて）
社会人になってから今までの経験を通じて、大学時

代にやっておけば良かったと思うことや大学時代に役
立った経験・授業はどの様なことだったのか等につい
て若手社員から発表し、意見交換を行います。

17：30 終了

７．実施結果　　
受講者の評価は高く、研

修終了後のアンケートでは、
本研修を「他の教員にも紹
介したい」が83％、「授業に
役立つ」が91％であった。

〔 特徴的な意見 〕
①　若手社員との意見交換で、教養教育が社会人に

なって役立っているとの話があり、専門教育だけ
でなく、教養教育をしっかり行う必要性を改めて
実感した。

②　PBL型授業やグループワークで経験したことが社
会で役立っているとの紹介があり、今後の授業の
中で強化して取り組んで行きたいと思った。

③ 社員が自らの能力開発を図る取り組み（セルフデ
ベロップメント）を体験したが、このようなリフレ
ーミング手法とグループワークの方法は応用可能で
あり、今後の授業に活用できると思った。

④　大学教員には企業の現場情報を知る機会が少な
いので、このような機会は大変ありがたく今後も
継続して企画して欲しい。

⑤　新入社員を先輩社員が指導員として指導する人
事制度の説明を受ける中で、構想やアイデアに結
びつけて課題や問題設定して行く共創教育の仕組
みが理解できた。大学でもこのような教育が重要
であり、教員にファシリテータとしての資質が必
要になることを感じた。

第２回 株式会社内田洋行
１．研修テーマ：情報の価値化と知の協創を目指す人

材育成
２．研修目的：人口減少などの構造変化を背景に、



地方活性化、ダイバーシティの推進、グローバ
ル化など、日本は大きな転換期を迎えており、

“生産性向上”や“21世紀型能力開発”に向けて
「働き方の変革」「学び方の変革」が求められて
います。本研修ではICTを活用し具体的な場づく
りを実践している「UCHIDAライブオフィス」
と「フューチャークラスルーム®」を見学・体
験します。また、企業の求める人材像や人材育
成プランの共有、教育コンテンツやデータ活用
などの取り組みの紹介やICT構築に関わる管理職
と若手社員との交流の中で、大学教育に必要と
なる具体的な事柄について意見交換を行い、課
題を整理します。

３．研修企業：株式会社内田洋行　　　　　
４．開催日時：平成29年２月21日（火）　
５．開催場所：ユビキタス協創広場 CANVAS

６．参加者数：23名

プログラム
10：30　会社概要と事業領域の紹介 

株式会社内田洋行の会社概要・事業等について紹介
します。

10：50 UCHIDAライブオフィス見学
働き方と働く場の革新『Change Working』を実践し、

高い生産性と躍動的なワークスタイル、省エネルギー
の両立に挑戦しているライブオフィスや時代の要請に
応じて柔軟に変化できるICT活用空間などを見学しま
す。また、大学のアクティブ・ラーニングスペースの
豊富な事例を紹介するとともに、新たにリニューアル
したフューチャークラスルーム®を見学・体験します。

13：00 採用基準と社員教育プログラム等の紹介 
採用基準と社員教育プログラムを通じて、「情報の価

値化と知の協創をデザインする企業」を目指して取り
組んでいる内田洋行の人材育成の考え方や仕組みを紹
介し、意見交換を行います。

14：10　学校向けコンテンツ配信サービス「EduMall」
の現在とこれから

デジタル教科書を含む、複数メーカーの教育用コン
テンツを配信する業界唯一の教育用サービス「EduMall」
と、今後の教育現場で求められる学習記録データ等の
活用について紹介し、意見交換を行います。

15：20　システムエンジニア・営業業務の紹介と若手社員
との意見交換 

一般企業や文教市場を担当するシステムエンジニア
及び営業若手社員から業務内容、必要なスキル、ICT

企業の最新の課題や実態を発表します。また、管理職
から求める人材像、キャリアアップについての考え方
などを紹介し、その後若手社員との意見交換を行いま
す。　　

17：00　 終了

７．実施結果　　
受講者の評価は高く、

研修終了後のアンケート
では、本研修を「他の教
員にも紹介したい」が
95％、「授業に役立つ」も
95％であった。

〔特徴的な意見 〕
①　若手社員との意見交換の中で、社会では待ちの

姿勢では通用しないことが 紹介され、学生が主体
的に問意識を持って解決に取り組めるよう教育し
ていく必要性を再確認した。

②　教員に一番求められているのは、学生に最良の
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学びをどのように提供・教育するかであり、それ
が情報の価値 化、知の協創を目指す人材育成につ
ながることが確認できた。

③　最新の学校教育の事例から、小中学校ではデジ
タル化が想像以上に進んでおり、大学現場が遅れ
ていることを強く感じた。高大連携ではなく小中
高大連携が必要ではないか。

④　企業では、組織目標に全部門が体系的に取り組
んでいるが、大学では組織が一体となった取り組
みが少ないことを感じ、大学も教育目標に全学で
体系的に取り組む必要を強く感じた。

第３回　株式会社日立製作所
１．研修テーマ：社会イノベーションにおける最先

端ICT活用事例の現場研修
２．研修目的：社会が大きく変化する中で、ICTがイ

ノベーションの核となり、新しい成長分野の創
造に不可欠な存在となっています。本研修では、
まず日立のICT技術が支える社会イノベーション
事業を紹介し、その上で日立の求める人財像と
採用戦略を紹介します。また、若手社員を交え
て意見交流する中で、大学教育に求められる取
り組み等について意見交換します。

３．研修企業：株式会社日立製作所　　　　　　
４．開催日時：平成29年３月９日（木）
５．開催場所：日立コラボレーションスクエア京橋
６．参加者数：21名

プログラム
13：30　ビジネス領域・事業戦略、求める人財像の紹介

事業フィールド・事業戦略等について紹介するとと
もに、求める人財像や採用戦略に関わる取り組み等を
紹介します。

14：10　最先端ICT活用事例の紹介
（ショールーム見学と講演）

日立グループが推進する社会イノベーション事業を支
えるICTを利活用した先進的な各種のソリューションを
ショールームの見学も含めて紹介します。
①　社会インフラ全般

成熟都市の課題として、「グローバル化、高齢化、安
全・安心の確保、都市の老朽化」などがあげられます
が、これらの課題に対して、江戸時代の知恵と文化を
ヒントに、先進技術とオープンイノベーションで「人
を中心とした、人に優しい街づくり」をとテーマにし
た日立グループの取り組みを紹介します。
②　次世代ビジネスIoT

日立のIoTに対する取り組みについて、鉄道沿線のデ
ータをリアルタイムに収集、分析することで、保守コス
トを大幅に削減したマート保守の事例、需要変動に即応
したグローバルサプライチェーンを実現したスマートフ
ァクトリー等の事例を紹介します。
③　スマートモビリティ

日立の鉄道インフラ事業に対する取り組みについて、
英国の都市間新高速鉄道に採用された実例を基に「信
頼性」、「安全性」、「環境性」や「ICカード」、「運行管
理」等のモビリティテクノロジーを紹介します。

16：00　若手社員との大学教育に対する意見交換
（大学での学びについて）

若手社員からイノベーションに関与できる就業力を獲
得するための社員教育、キャリア形成などについて紹介
し、そのの上で大学教育に求められる取り組みについて
意見交換を行います。

17：00　終了



術を活用したイノベーションの事例と、ICTによって実
現されるヒューマンセントリックな未来像を紹介し、意
見交換を行います。

（1）東京オリンピック、パラリンピック 体操競技×

ICTの取り組み
2020 年の開催を見据えて体操競技の自動採点システ

ムに世界に先駆け取り組んでいる富士通の最新の取り
組みと今後の展望を紹介し、意見交換を行います。

13：00　ICT先進活用事例の紹介と意見交換（２）
（2）ICT技術で支える高度医療と超高齢社会の未来を
描く

超高齢社会の到来に備え、国民の健康寿命延伸を目指
して遺伝子情報を活用した予防・先制医療やPrecision

Medicine の実現、生活習慣と連携した健康づくりまで幅
広い富士通のICT活用事例を紹介し、意見交換を行いま
す。

（3）IoTによるイノベーションと活用事例
今、最も注目されているIoTによるイノベーションが

どのように生まれ、活用され始めているのかについて
最新の事例等を紹介し、意見交換を行います。

15：10　富士通デジタル・トランスフォーメーション・セ
ンター最先端展示内容の紹介

デジタル革新に向けた共創ワークショップ空間
「FUJITSU Digital Transformation Center」の最新ICT、
ファシリティを備えた業種横断でグループワークを
行うワークショップ「Studio」にて、ワークショッ
プの効果や事例、最新技術ソリューションを紹介し
ます。

16：00　若手社員との意見交換（大学での学びについて）
17：00　終了

７．実施結果　　
受講者の評価は高く、研

修終了後のアンケートでは、
本研修を「他の教員にも紹
介したい」が84％、「授業
に役立つ」が89％であった。

〔特徴的な意見 〕
①　若手社員の生の意見が聞けるこの様な機会は他

にあまりないと思う。非常に有益な事業と思うの
で、今後も是非続けて欲しい。

②　企業の現実的な取り組みは参考になる。企業の現
場情報は、活きた事例として授業にも活用できると
ともに現実の社会を理解するヒントになった。

③　PBLは多くの時間を取られ大変だが、若手社員と
の意見交流において役に立っていることが確認で
き、今後も実施して行く必要性を強く感じた。

④　デザインシンキング
を取り入れた授業を計画しているが、今回の研修
で得られたことは大変参考になり、実社会とのつ
ながりが具体的にイメージできた。
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７．実施結果　　
受講者の評価は高く、研

修終了後のアンケートで
は、本研修を「他の教員に
も紹介したい」が94％、

「授業に役立つ」が89％で
あった。

〔特徴的な意見 〕
①　企業で求められる人材のイメージがより鮮明になっ

た。学生に自ら考える力を身に付けさせることを
今後の教育に反映していきたい。

②　ビジネス感覚を持ったＳＥが望まれているとの
説明があり、基礎教育の徹底と、実践的な学修の
仕組みを構築する重要性を感じた。

③　大学や大学教員の意識や知見は、企業や現実社
会とかけはなれていることを認識した。教員だけ
でなく大学職員もこのような研修に参加してもら
いたい。

④　若手社員に指摘された大学授業の評価や要望は
生の声であり、現在の授業方法の見直しに繋げら
れそうだ。

⑤　人財を教育する立場の大学の責任は大変重く、
ニーズに向けた教育のあり方について勉強になっ
た。企業現場研修は非常に有益な事業と思うので
今後も是非続けて欲しい。

第４回　富士通株式会社　
１．研修テーマ：ヒューマンセントリックな未来社会

実現に向けた先端ICT活用事例　
２．研修目的：ヒューマンセントリックで幸福な未

来社会実現に向けて、富士通株式会社が取り組
んでいるイノベーションの核となる最先端ICTの
具体的な事例を施設見学も含めて紹介します。
また、ICT業界で高い専門性を持って活躍するた
めの人材育成、社員教育制度の紹介、若手社員
との交流を通じて、企業の求める人材と大学に
求められる教育について意見交換を行います。

３．研修企業：富士通株式会社　　　　
４．開催日時：平成29年３月10日（金）　
５．開催場所：富士通デジタル・トランスフォーメー

ション・センター
６．参加者数：21名

プログラム
10：00　富士通における人材育成への取り組み

人材育成体系の紹介と、大学で身につけて欲しい基
礎知識、能力等について紹介し、意見交換を行います。

11：10　ICT先進活用事例の紹介と意見交換（１）
ビッグデータ、IoT、センシング、AIなどの最先端技

産学連携人材ニーズ交流会
平成28年度の産学連携人材ニーズ交流会では、IoT、

ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボットなどの技術
革新が従来にないスピードとインパクトで進行してお
り、これまで実現不可能とされていた価値の創造や社
会の変革が始まっている中で、このような社会の変化
に大学教育は応えられているかを振り返るとともにこ
のような社会に対応する大学教育の在り方を検討すべ
く、様々な領域から多様な情報や考えを組み合わせ、
新しい視点を提案し、挑戦・行動できる構想力と実践

力の育成に向けた教育改善を産学連携で探求する場と
した。以下に概要を報告する。

Ⅰ．開催日時：平成29年３月３日（金）
13：30～17：00 人材ニーズ交流
17：15～19：00 情報交流会

Ⅱ．開催場所：ベルサール西新宿
東京都新宿区西新宿４－15－３　

住友不動産西新宿ビル　３号館
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Ⅲ．参加申込者：大学関係者　65 大学　94 名
(前年66大学 96名)

企業関係者　18 企業　35 名
（前年 22企業 38 名）
計　129 名 (前年 134名)

Ⅳ．プログラム
１．開会挨拶　

向殿　政男　氏（公益社団法人　私立大学
情報教育協会会長）　

２．情報提供
(１) オープン化が進む時代の「知」の役割 

～これからの大学教育に求められるもの～
藤 田 喜 久 雄　氏 (大阪大学大学院

工学研究科機械工学専攻教授）
オープン化が進む時代に「知」の役割を担う大学

教育の役割としては、正解が一つでない問題に対応
できる能力の育成が必要になる。社会の価値や人々
が何を求めているのか、多面的に問題を捉え、解決
策を探求できる人材の育成には、複数の領域にまた
がる課題を統合的に考える力を培う教育が必要にな
る。大阪大学「領域イノベーション博士課程プログ
ラム」では、総合科目「課題解決プロジェクト」を
通じて、価値の創り方を培う教育に取り組んでいる
ことが紹介された。また、個別授業科目を横断的に
活用し、講義・演習・実験・プロジェクトを連携さ
せて、受動的な学修活動を能動的な学修活動（アク
ティブ・ラーニング）に転換していくことが必要で
あることが強調された。

(２) 分野の枠を越えた知のイノベーション教育への
取り組み

中　澤　仁　　氏（慶應義塾大学
環境情報学部准教授）

慶應義塾大学SFC（湘南藤沢キャンパス）では、現
代社会の新しい状況を的確に理解し、解決策を考察で
きる広い視野と得意領域・行動力を併せ持った人材の
育成に向けて、分野の枠を越えた知のイノベーション
教育に取り組んでいることが紹介された。そのために、
１年生から学部を越えて履修が可能な研究会、いわゆ
るゼミに参加させて刺激を与え、自ら学びとる教育プ
ログラムを導入し、問題発見・問題解決に取り組ませ
る中で学外での自主研究・体験、学会発表などを経験
させることで効果をあげている。反面、早くから社会
に興味・関心を抱くことから、学内に残って研究する
学生が少なく大学院の進学率が低調であることと、在
学中に自らの興味を見つけられない学生の存在とその
対応が課題となっている。

３．課題提起
大学教育での構想力の育成について

（情報専門教育委員会）
大原　茂之　氏／高田　哲雄   氏

（公益社団法人 私立大学情報教育協会
情報専門教育分科会　　　

様々な領域でICTを活用してイノベーションに関与で
きる学修の仕組み、教育内容・方法を産学連携で考え
るため、「構想力・問題解決力を目指した分野横断によ
るオープンイノベーション型のPBL授業のモデル」に
ついて、異分野の学生、関係教員、社会の有識者など
と連携する分野を横断したPBL授業の仕組みについて
紹介が行われた。具体的には、１、２年次に客観的観

事業活動報告

察、因果関係整理、仮説推論、分析・検証の思考プロ
セスを体験させ、３年次以降は実際のテーマに取り組
ませて問題解決を構想し、企業・地域社会からの助
言・評価を踏まえて事業計画書を作成させる。学修成
果の評価方法としては、ハッカソン等の社会的評価、
クラウド・ファンディングなどのビジネス評価が重要
である。その授業イメージとして、「社会・経済・経
営・環境などを複合的な観点から関連付け、人々の生
活を豊かにする情報通信系教育のモデル」、情報通信・
コンテンツサービスのシステムを実現する制御プログ
ラム、データマイニング（情報抽出）機械学修（自動
プログラミング）などのソフトウェア開発教育のモデ
ル」、「Webデザイン、モバイルアプリ、バーチャルリア
リティ、ゲームなどのコンテンツ・サービス系教育の
モデル」について、具体的な内容の紹介と提案が行わ
れた。

４．全体討議
今後のICT活用人材の教育を考える
情報提供及び課題提起を踏まえて、情報系人材教

育の方向性、教育モデルについて、参加者と以下の
ような意見交換を行った。
①　分野連携教育が必要なことは理解できるが、大

学教育として取り組んでいる大学は少ないと思わ
れる。提案では、正規の授業で取り扱うことが難
しいことから、ネットなどで課外の授業として学
生に自主的に参加させる方法を考えているが、学
生からは時間外学修はスケジュール調整などが困
難なため、授業時間内で実施できるよう考えて欲
しいとの意見があった。また、授業ではプログラ
ミング活用する機会がないので、「生活を豊かにす
る情報通信系教育のモデル」は多分野の学生と協
働して取り組んでみたい。

②　私情協の委員会での取り組みとして、自動運転
自動車の事故を取り巻く法的な諸問題の解決に法律
分野だけでは対応が困難なことから、経済学・工
学・心理学などの多分野の知見を集めて考察する授
業の必要性が検討されている。また、人口知能（AI）
が仕訳・簿記などを処理できる時代の会計教育の在
り方として、従来の技術的な教育から、組織の成長
を支援する多面的な情報を組み合わせ活用する会計
教育への転換が検討されている。

③　社会の潮流を考えると、異分野の学生、関係教
員、社会の有識者などと連携する分野横断授業への
転換は必要だが、理解が進んでいない。縦割りの学
部教育ではなく、学士力を実現するための学位プロ
グラムを大学として一体的に考える時期にきている
こと、その原動力・原点は教員一人ひとりの意識改
革であることが確認された。

５．会場の風景

話題提供 全体討議
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未来を切り拓いていくためにどのような学びをす
るべきか、早い段階から学生がICTの重要性に興味・
関心を抱き、学びに入れまるよう「気づき」と「目
的意識」を支援することを目的に全国の国・公・私
立大学の学生に参加を呼びかけたところ、59名の申
込があり最終参加者は51名となった。参加者の構成
は、大学１年生51％、２年生49％、男性61％、女性
39％、学部別では経営･経済学部27％、理工系学部
24％、情報系学部８％などであった。以下に概要を
報告する。

Ⅰ．開催目的
現代社会には、経済成長・財政の健全化、少子高

齢化、エネルギーの確保、地球温暖化・環境問題な
どの課題が山積しており、日本には社会が抱える課
題を克服する課題解決の創出国として自ら新たな成
長分野を創り出し、チャレンジすることが求められ
ています。その源は個人一人ひとりの力に負うとこ
ろが大きく、とりわけ未来に立ち向かい、自ら切り
拓く高い志と意欲を持った君達若者の力に委ねられ
ています。この社会スタディでは、次代を担う若者
に社会の発展に向けたイノベーションに取り組むこ
との重要性に気づいていただき、発展的な学びが展
開できることを期待して開催します。

Ⅱ．開催日時・場所
日時：平成29年２月14日（火）

午前10時40分～午後5時00分
場所：株式会社 内田洋行

ユビキタス協創広場 CANVAS

Ⅲ．有識者からの情報提供
１．利用者視点での新たな価値創造とICT

富士通株式会社 知的財産権本部　西川　仁 氏
世の中は大変革時代の様相と

なっており、既成概念では対応
できない非連続的な変化が起き
ている。ビジビジネス環境も大
きく変わっており、今までの延
長の考え方では成長は期待でき
ない。このような中で活躍して
いくには従来の意識と行動様式を変え、イノベーショ
ンに挑戦して行かなくてはいけない。これからの時代
を担う学生には、①多様性を受容できる力、②変化を
想像できる力、ICTを使い倒せる力を身に付けて欲し
い。

２． ICT革命による日本再生
慶應義塾大学 　特別招聘教授　 夏野　剛 氏

ICTによる３つの革命（効
率・検索・ソーシャル）に加え
て、第４の革命（AI革命）も動
き始め、組織と個人のパワーバ
ランスは大きく変化し、個人の
多様性が求められる社会に向か
っている。このような社会では、
暗記型の知識は役立たず、想像力と創造力を駆使し
て新しい付加価値を創り出せる人が求められる。好

きなことを見つける力、新しいことに興味を持つ力
を身につけることが大切である。「決めない」、「変え
ない」、「とりあえず放置」は日本をダメにする。摩
擦や失敗を恐れずにできるところから今すぐ変革に
挑戦することが重要。

３． イノベーションに求められる学び
東京大学  総合教育研究センター長　教授

須藤　修 氏
急速なICTの進展、特にIotと

AI（人工知能）は社会に大き
な影響をもたらしている。今
後は多くの仕事がAIで代替さ
れることが予測されることか
ら、アイデアを生み出す仕事
や人間相互間の高度なコミュ
ニケーション能力を必要とする仕事を担うことにな
る。AI、ネットワーク化の進展に伴って各人の知慧
が相互に連携・協調し合うことで人間の生き方の変
化がおきてくるので、それに適応していくための能
力が求められてくる。

Ⅳ．気づきの整理と発展
気づきの整理と発展で

は、主体的に意見交換が
進むよう、学生に有識者
から受けた情報提供の中
で一番重要だと感じたキ
ーワードを２つ紙に記入
し、２人のペアで確認し
合い重要だと感じた理由を整理させた。次に３組６
名のでグループを構成し、自分たちが選んだ理由と
他の参加者との考え方や意見の違いなどを踏まえた
意見交換と整理の場を設定したが、学生は異なる意
見や多様な考えに触れる中で積極的に意見交換に取
り組んでいた。

１．終了後のアンケート結果
終了後のアンケートでは、期待通りとほぼ期待

通りが88％、良かったプログラムでは、有識者か
らの情報提供が88％、他大学の学生とのグループ
討議が65％など、高い評価が得られた。

［特徴的な感想・意見］
①　新たに得られた知識をもとに、議論すること

がこんなに楽しいものだとは思わなかった。
②　初めてグループ討議を経験したが、他大学の

学生の考えや意見は新鮮で良かった。
③　世界が広がり、将来について新たな視点や考

えを持つことができた。
④　2割程度の参加者から、募集方法はFacebook

などSNSの活用が効果的との意見があった。

２．終了後のアンケート学びの成果
２月末に学びの成果としてA4サイズ１枚程度の

成果報告の提出を受け、報告された成果物を委員
会で審査し、43名に「修了証」、優れた内容と認め
られた３名には「優秀証」を発行し、所属大学に
報告した。

事業活動報告



新潟工科大学　教授・大学改革促進ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ
飯野　秋成 氏

新潟工科大学では、「NIIT達成度自己評価システ

ム」を導入し、ディプロマポリシー達成度と単位

修得数という学修成果を可視化するなど、学生の

振り返りや教学マネジメントに活かしている。例

えば、英語・数学・物理について毎年達成度テス

トを行い、企業が求める基礎学力とのギャップを

可視化し、教員がその克服に向けてシステム上で

アドバイスを行う。また、「対話型企業技術・要素

会」では、学生と企業が面談し、学生が人間力も

含めて自身の現状を可視化できる工夫がある。こ

れらは教員・学生に配布したiPadを通じて、助言指

導に活かされ、さらには電子書籍を通じての学修

履歴をデータとして活用することで、学生がどの

程度予習し、何に興味を持っているかなどを調べ、

次年度以降のシラバス作成や授業運営に役立てて

いるという紹介もあった。まさにビッグデータを

用いたラーニング・アナリスティックへの取り組

みとして、参加者からも様々な質問と共に高い興

味が示されたセッションであった。

【セッション３：IR】

「意思決定を支援するIR」

明治大学　教学企画部評価情報事務室副参事
山本　幸一 氏

明治大学でのIRの立ち上げから現状までが紹介さ

れた。最初に「IRで何を実現するか」では、IR開始

のきっかけとして学内各所で統一性のないデータが

散乱していたことから、それらを統一・蓄積・利活

用するまでの経緯が語られ、日常的業務として定型

レポートと対話を通じて非定型レポートを作成して

いることの説明があった。次に「IRカタログのコン

セプト」の中では、IRを各署の意思決定に利活用し

てもらえるように、統計レポートをサンプルとして

提案していることの説明があった。さらに「IRのニ

ーズ」の例や今後の課題などが紹介され、具体的な

日常の実践について詳しい説明があった。現在IRに
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平成28年度　大学職員情報化研究講習会

〜ICT活用コース〜 開催報告

3

事業活動報告

今年度の大学職員情報化研究講習会、ICT活用コ

ースは、「教育改革に向けた大学データの活用と可

視化」をメインテーマとして掲げ、平成28年12月

17日（土）、龍谷大学深草キャンパス和顔館地下２

階（京都府伏見区深草）において開催し、53大学

から88名の参加があった。

－ 全　体　会　－
会場提供校の龍谷大学、池田励副学長の挨拶の

後、本講習会のイントロダクションとして木村増

夫運営委員長（上智大学）から、研究講習会〜ICT

活用コース〜のねらいについて、教育改革に向け

た「ビッグデータ」、「学修成果の可視化」の重要

性、「ビッグデータ」の活用から「学位プログラム

中心」への質的転換を推進することなどの説明が

あった。また、今各大学に求められている「SD」

についての考え方や今後のあり方といった話があ

り、今後ますます職員の意識向上が必要であると

いう認識を深めた後、本日の分科会テーマである

「大学データの活用」の一つの取り組みとして、國

學院大學教学事務部次長の山口輝之氏より「國學

院大學におけるビッグデータ活用のための組織体

制と現況」、具体的な活用方法として、京セラコミ

ュニケーションシステム株式会社の名和輝明氏よ

り「大学向け教育ビッグデータ分析」の講演があ

った。

－ 分　科　会　－
全体会の後、二つの会場に分かれて分科会が開

催され、それぞれの会場で２つのセッションが行

われた。

第一分科会

【セッション１：学修成果の可視化】

「学修成果の可視化システムを用いた学生・教学

マネジメントの改善」



携わっていたり、今後どのように取り組んでいこう

と考えている参加者には大いに参考となったと思わ

れ、活発な質問・意見交換があり、アンケートにお

いても今後各大学でデータを戦略的に活用していく

ことへの高い関心が示された。

第二分科会

【セッション２：学修成果の可視化】

「評価の見える化に向けた全学的な取り組みとIR

活動の推進」

横浜国立大学　学務部教育企画課長　
岸　信治 氏

横浜国立大学での学修成果の可視化の立ち上げ

から現状までが紹介された。「全学教育改革（学部

改組）」、「教養教育・英語教育改革（全学教育シス

テム改革）」、「教学マネジメント改革（PDCAサイ

クルの実質化）」、「大学教育再生加速プログラム

（学修成果の可視化）」、「新たな高大連携接続改革

推進事業（学生IRの方向性）」について説明があっ

た。説明の中では、改革を進めるための分析デー

タの活用方法や学内会議での工夫等について、示

唆に富む話があり参加者の興味を引いていた。ま

た、補助金活用にあたり、事業を進める上での組

織体制を考慮した対応方法や学生ポートフォリオ

構築の勘所などがわかりやすく説明された。

【セッション４：ステークホルダーに向けた

ネット戦略】

「近大流コミュニケーション戦略におけるWebの

活用」

近畿大学　広報部主任　
江川 丈晴 氏

近畿大学での「近大流のコミュニケーション戦略

におけるWebの活用について紹介された。「近畿大学

の現状」、「近大流のコミュニケーション戦略」、

「Webを使ったコミュニケーション」について説明さ

れた。コミュニケーション戦略では、組織改編や広

告と広報の融合など様々な事例に触れながら、「広報

ファースト」という考え方があり、教職員10,000人

全員広報という説明があった。Webを使ったコミュ

ニケーションでは、様々なWebサイトやSNSを活用

した広報手法が紹介され、質問も多数寄せられた。
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「ポータルサイトを用いた保護者サービスの展開」

関西大学　学術情報事務局システム開発課
宮口 岳士 氏

関西大学での保護者ポータルの紹介があった。全

学ITシステム全体の概要説明があり、その中での保

護者ポータルの位置づけが紹介された。保護者ポー

タルのサービス内容や対応デバイスについて紹介さ

れた。学生の履修・単位修得情報、教育後援会行事

情報、メール通知設定、知りたい情報を検索するコ

ンシェルジュ機能などについても説明があった。利

用状況としても多くのアクセスがあるとのことから、

併設校の中学校や高等学校にも利用拡大し、効率化

にも寄与しているとのことであった。

－ 施設見学　－
分科会終了後には施設見学が実施され、多様な

学びの空間として学生に提供されている、龍谷大

学の「ラーニングコモンズ」、「ステューデントコ

モンズ」、「グローバルコモンズ」の施設見学が実

施され、多くの参加者が見学に参加した。

－　おわりに －
今年度の取り組みとして、分科会の参加セッショ

ンは当日の変更も認めることで、自分がより興味を

持つセッションへの参加を可能とした。参加者から

は「すべてのセッションに興味があり、全部参加し

たかった」、「興味深いテーマだけにもう少し余裕を

もって話を聞きたかった」などの意見もあったが、

時間的制約もあり次年度の検討課題としたい。

本コースでは、情報提供型の研究講習会として教

育の質的転換を図るための改革行動について認識を

深めることができたと考える。なお、開催の時期や

時間設定、開催場所、情報提供別の聴講希望など運

営に関する要望についても次年度の検討課題とした

い。

文責：大学職員情報化研修講習会運営委員会
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１．はじめに
本講習会は大学教員の教育技術力向上のための

学外FD活動 の一つとして毎年開催されている。

今年度は、知識の定着・活用を目指したアクティ

ブ・ラーニングの実現のためのICT（情報通信技

術）活用および教育改善手法の習得を目的とし、

平成29年2月22日～24日の３日間、大阪経済大
学において（１）学生参加型授業のLMS技術習得

コース、（２）反転授業コース（知識・定着確認）

の 二つのコースで実施された。参加者数は、こ

こ数年減少の傾向にあり、19大学、23名の参加

であった。共通講義として、（１）アクティブ・

ラーニングを知る（家本修氏、大阪経済大学、情

報社会学部教授）、（２）反転授業へのいざない

（向後千春氏、早稲田大学、人間科学学術院教授）、

（３）モバイル版LMSの授業活用（栃尾真一氏、

追手門学院大学、経済学部准教授）、（４）アクテ

ィブ・ラーニングの成功と失敗の事例から（今井

賢氏、立正大学、名誉教授）、（５）大学教育にお

ける著作権問題　－その理論と実際－（中村壽宏
氏、神奈川大学大学院、法務研究科教授）、（６）

ICTを用いた学修意欲向上への方略（ARCSモデ

ル）（家本修氏、大阪経済大学、情報社会学部教

授）の六つの講演があり、アクティブ・ ラーニ

ングの紹介、実践的事例、並びに著作権問題につ

いて順を追って説明・解説がなされた。授業事例

および情報提供についての参加者の評価は概ね高

く、「大変有意義で参考になる講演だった、情報

技術を沢山得ることができた」、「アクティブ・

ラーニングに対する理解が深まった」などの感想

が寄せられ、主体性を引き出す授業イメージが共

有できた。今後も時機に適った事例の紹介や情報

提供をしていくことが重要であろう。

平成28年度 FDのための情報技術研究講習会
開催報告

4

２．講習内容と結果
「学生参加型授業のLMS技術習得コース」では、

LMS（Learning Management System）を利用した

事前・事後学修の展開、授業内での学生レスポン

スの取得、双方向性を高めるモバイル利用など、

学生参加型のアクティブ・ラーニングに求められ

る手法とLMSの活用技術の習得を目指した。他方、

「反転授業コース（知識・定着確認）」では、知識

の伝達を授業前にコンテンツ配信によって行い、

知識の定着・確認を教室授業のグループディスカ

ッション等によって行う反転授業についての理解

を目標とした。ここでは10分程度の映像コンテ

ンツを作成する技術と教室授業で事前学修の理解

度を確認し、知識を活用する教え合い・学び合い

の授業設計についての習得を目指した。参加者ご

とに、各々の担当科目を反転授業で行うための具

体的な授業シナリオを立案し、事前学修用の映像

を実際に作成した。
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（１）学生参加型授業のLMS技術習得コース
今年度も、講習会で獲得したスキルの授業への

活用を念頭に、昨年度同様、学修の時系列に沿っ

て、予習、授業内、復習の各段階におけるLMSの

利用方法に関する情報の提供と、それを実現する

ための操作方法の手順について、参加者の担当授

業を題材に講義、実習を行った。

昨年度は、参加者が利用するLMSの種類が多様

であることから、LMSの種類に依存する機能につ

いては極力使用せず、どのLMSにも実装されてい

るような一般的な機能のみ用いた講習を実施し

た。しかし、アクティブ・ラーニングのサポート

やより魅力的な学修体験を学生に提供するために

LMSを活用しようとすると、LMSの種類に依存す

る、より高度な機能の導入と利用を念頭におく必

要がある。そこで、今年度は、LMSの種類に依存

するものの、アクティブ・ラーニング型の授業を

行う上で有用と思われるクリッカー機能や、メン

タリング機能についても、紹介と体験の時間を設

けた。

１日目は、まずアクティブ・ラーニングや授業

設計に関する情報を提示、共有した後、参加者自

身が担当する任意の授業を振り返るとともに、予

習、復習を含めた学生の学修サポートに対して

ICTがどのように利用できるかイメージすること

から始めた。その後、多角的な視点を得ることを

主眼として、専門分野の異なる参加者３名から４

名で１グループを構成し、グループ内で各自の構

想に関し意見交換を行った。

２日目は、スタッフが外部に用意した実習用の

LMSにインターネット経由で接続しながら、LMS

の各機能の操作方法とそれらの学修における活用

方法に関して、具体的な例に沿って講義、実習を

行った。その後、これらの実習内容を各自の授業

設計に取り込みながら、より具体的な学修の支援

方法と授業の構想を膨らませ、最終成果物として、

LMS上に１コマ分の授業情報の構築を目指した。

２日目はこれらLMS上での授業の準備に加え、

LMSを用いた授業を実施する上で有用と思われる

関連ICTとして、授業におけるタブレット利用、

ワイヤレス環境を用いたプレゼンテーション手法

についても体験学修を実施した。

最終日には、参加者全員に各自の成果物の相互

発表を行い、その後、参加者全体で、アクティ

ブ・ラーニングやLMS 、学修支援に関して意見

交換を行った。

参加者アンケートからは、本講習によりICT を

利用したアクティブ・ラーニングの手法とLMS

の活用方法の理解について、33％の参加者が

「達成できた」、67％の参加者が「見通しがたっ

た」としていた。また、「４月からLMSを利用す

るためのスキルを身に付けることができた」、「実

践的なコースでLMSのスキルが身についた」、「異

分野の先生方との意見交換が参考になった」、「全

体のプランニングの必要性がわかった」など、講

習に対して肯定的な意見が多く寄せられた。その

一方で、「もう少し技術的に詳細な内容を扱って

も良いのではないか」など講習設計の参考となる

意見も寄せられ、今後の講習の設計に生かした

い。

今年度は、その有用性からLMSに依存するいく

つかの機能を紹介したが、今後、より効果の高い

講習とするためには、LMS の基本操作に関して

事前学修を行うとともに、講習ではより実践的な

演習を行うことも検討する必要がある。

（２）反転授業コース（知識・定着確認）
アクティブ・ラーニングを実施するための本コ

ースは、基礎的な知識と技術を習得し教育効果を

向上させ、従来型（受動的授業）の教育から脱す
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る技術を習得することを目指した。アクティブ・

ラーニングにおいて反転授業はその効果から積極

的活用が求められている。本講習では、反転授業

の基礎的な方法と効果についての知識から活用で

きるように展開するものである。毎年指摘するよ

うに、アクティブ・ラーニングは、一義的方法が

存在するものでなく学生の到達度や意欲、教育内

容さらに環境条件によってきわめて多様に存在

し、決まった方法は存在しない。特に学生の意欲

や関心によっては有効性の高い方法が選択でき

る。

さらに、反転授業では教員のファシリテーショ

ン能力が要求され、教育技術そのものの研修や認

定が求められることになる可能性がある。また、

TBLなどの手法を用いて様々な授業形態が考えら

れる。その意味でもその効果からも反転授業がア

クティブ・ラーニングの授業方法の最終目的でな

い。近い将来、AI（人工知能）活用した教育方法

が実験的に始まっており、時間的にも知識習得レ

ベルや活用レベルにおいても高い効果の可能性が

指摘され始められた。その意味では、授業そのも

のも再考していく必要がある。

それまでは、従来教育の制度的枠組みの中にあ

って、効率化された（教科書的知識教育だけでな

く社会的知識の育成や知識をもとにした発想・創

造能力の育成）展開をしていく必要があり、アク

ティブ・ラーニング手法から新たな各授業に適合

した方法を生み出していく必要がある。

参加者からのアンケートでは、「反転授業の心

構えは理解できたが自らの授業で行うには不安が

ある」、「反転授業の課題が抽出できたので持ち帰

って再考したい」との肯定的な意見が多く見られ

たが、他方「十分なディスカッションがない」、

「教材作成そのものの技術講習がほしい」との要

求もあり、講習内容も再考していく必要を感じる。

特にピュアレビューにおいてのディスカッション

は、反転授業においても協働しながら確立してい

く要素の一つであり、今後の講習の在り方におい

ても反省していく必要がある。しかし、これらの

教育への必要性は、十分認識されているとの評価

でもあり各大学に波及的に浸透していくことを期

待したい。

３．おわりに 
参加者数減少の最大の要因として、日程の問題

が考えられる。今回の実施期間（２月22日～24
日）は、大学では、２月末入試業務や卒業判定に

かかわる業務など学事多忙の時期である。また、

日数も３日間は長いと言わざるを得ない。このこ

とは、実習中や参加者アンケートの回答の中で、

大多数の参加者から指摘されている。日数を含め

た日程の検討に併せて内容の再構築が喫緊の課題

であろう。なお、本講習会に対する参加者の評価

は、参加者個人が抱えている課題の達成について、

「見通しがたった」との回答がほとんどであるこ

とから、本講習会の目的は達成されていると見ら

れる。

今後もアクティブ・ラーニングのICT支援展開

をテーマとした先導的取り組みである本事業を、

これまで私情協が永年実践し積み上げてきたノウ

ハウと、教育界の趨勢を見極めつつ、推進してい

かなければならない。

文責：FD情報技術講習会運営委員会
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平成29年度 ICT利用による教育改善研究発表会
開催要項

募 集

〜教育の質的転換を目指すICT利用〜
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平成29年度教育改革ICT戦略大会　開催要項
日　時 平成29年９月５日（火）・６日（水）・

７日（木）

会　場 アルカディア市ヶ谷

（東京、私学会館）

東京都千代田区九段北4-2-25
TEL:03-3261-9921

http://www.arcadia-jp.org/access.htm

JR中央線（総武線）、地下鉄南北線、有楽町線、

都営新宿線「市ヶ谷駅」下車徒歩２分

主　催 公益社団法人私立大学情報教育協会

後　援 文部科学省（予定）

テーマ
学びの質向上を加速する取り組みとICT活用

開催趣旨
「大学改革実行プラン」の最終年度を迎え、教育の質的

転換に向けた改革行動が急がれている。他方、政府では、

平成30年度から5年間の教育政策の基本方針と目指すべき

主な取り組みについて、「第３期教育振興基本計画」の基

本的な考え方を公表し、予想される社会の変化、国際的な

教育政策の動向を踏まえる中で、「大学教育においては、

三つの方針に基づく教学マネジメントのPDCAサイクルの

強化の取り組みを進め、大学教育の質向上を図り、学生の

問題発見・解決能力を育成していくことが重要である」と

し、教育政策推進の基盤整備として、「学生が主体的に学

修するアクティブ・ラーニングヘの展開など、教育の質向

上の観点からICTの利活用を積極的に推進する必要がある」

としている。

三つの方針策定の一体化が法律で義務化されたことを受

けて、入学から卒業までの教育施策及び教育活動の実質化

が要請される中で、成果の検証・改善を通じた教育の質保

証への取り組みが課題となっている。

そこで本大会では、学びの質向上を加速する取り組みを

振り返る中で有効性及び課題を整理し、効果的に進めるた

めのICTの活用方策等、改善に向けた今後の方向性を探求

することにした。
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教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

コンテンツ相互利用の仕組みと特徴

○　学内外でインターネットを通じて、授業用から教育方法の事例まで幅広いコンテンツを閲覧・利用で

きます。

○　登録されたコンテンツの利用履歴がフィードバックされるので、教育業績の基礎資料に活用できます。

○　相互利用システムを利用することで、著作権処理の手続きを省略することができます。

○　コンテンツは例えば以下を対象としています。

講義スライド／講義ノート／練習・演習問題／図表／シミュレーションソフト／プログラムソフト、実

験・実習の映像／ＩＣＴを活用した教育事例　等

○　コンテンツの利用は、システムを通じてコンテンツの検索・申込手続きを行い、ファイルを利用者の

ＰＣにダウンロードします。

コンテンツの登録は、コンテンツの提供者がファイルとコンテンツ情報をシステムに登録します。

参加対象

国公私立大学・短期大学および所属の教職員

費用

コンテンツの相互利用に伴う費用

（システム利用料）は無料です。

システムの利用方法

※コンテンツの利用・登録は、学内で

の利用者登録によりＩＤ、パスワー

ドを得てからとなります。

※未参加校による利用者登録方法は次

ページをご覧下さい。

※既に事業に参加しており、利用者登

録方法がわからない場合などは下記

へ問い合わせ下さい。

※教職員個人での参加も可能です。

詳細情報

Webサイトをご覧願います。　　http://sougo.juce.jp/business/index.html

問い合わせ先

公益社団法人私立大学情報教育協会　事務局　　TEL：03-3261-2798　info@juce.jp

電子著作物相互利用事業
相互利用システムトップ画面

募 集
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学生収容定員
視聴コンテンツ

28年度分のみ 27年度分のみ 26年度分のみ 28年度と27年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

32,400円

43,200円

54,000円

3,240円 ０円

4,320円 ０円

5,400円 ０円

35,640円

47,520円

59,400円

視聴コンテンツ

28年度分のみ 27年度分のみ 26年度分のみ 28年度と27年度

43,200円 4,320円 ０円 47,520円

当協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

当協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会です。

●コンテンツ数
平成28年度：127件

平成27年度：158件

平成26年度：173件　

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）

●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：平成28年12月5日〜平成29

年11月30日

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

申込み日から平成29年11月30日までの金額

となります。

●利用環境
追加アドオンソフト（Microsoft Office Animation

Runtime)がインストールされていること。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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入試方法にWeb会議サービスで

地域格差の解消を図る　

～東洋大学　導入事例～

■課題
・遠方の学生や海外からの留学生が、東京まで出向

かわなくても入学試験を受けられる環境に整備し

ます。

■導入製品＆サービス
・Cisco WebEx

・Cisco Collaboration Meeting Rooms（CMR）Cloud

■ソリューション
・Cisco WebEx を用いて、インターネットがつなが

る環境があれば、在宅でも入学試験を受けられる

環境を実現します。

・受験生側はインターネット経由でアクセスし、教

員側はビデオ会議専用端末を用いて、双方を

Cisco CMR Cloud で接続します。

■結果～今後
・次年度以降の利用者増を見込んでいます。

・Cisco WebEx を教職員の業務においてさらに有効

活用することを検討します。

東洋大学は、入学志望者に対する情報提供や出願

手続きなどをすべてオンライン化した「TOYO Web

Style」をはじめ、全国の大学の中でも先駆的な取り

組みを行っていることで知られています。

2017年度に新設予定の情報連携学部では、オン

ラインのコミュニケーション手段を生かしたアクテ

ィブラーニングの手法を全面的に取り入れ、これま

での大学で一般的であった座学や大教室といった授

業のスタイルを大きく変えることになるといいま

す。

首都圏の受験生とそのほかの地域の受験生とで

は、実際に大学を訪れる機会が限られることや経済

面の負担、情報の格差は大きなものがあります。そ

うした地域間の格差をできるだけ減らすことを目的

に、東洋大学では、入学前に大学の学びを知ること

ができる動画コンテンツとして「Web 体験授業」を

制作、公開しています。そして、入試そのものもオ

ンラインで実施できないかと考えました。

“デモを見て手軽に使えるオープンなツールだと
実感したことに加えて、シスコのサポートの安心
感が選定の大きなポイントになりました。”
－学校法人東洋大学　理事　入試部長 加藤建二　氏－

学校法人東洋大学理事入試部長の加藤建二氏は、

次のように話しています。

「大学まで来られない高校生に授業内容を伝えた

いと考えて『Web体験授業』の公開を2015 年から

始めています。動画は１本20分ほどで、

カット割りなどもきちんと編集して、

教員だけでなく受講している学生の表

情も織り込んで魅力ある内容に仕立て

ています。

大学案内など冊子の印刷と配布にか

かっていた多額のコストをWeb 化によ

って削減できたので、その予算を充て

ているかたちです。入学試験において

も、受験生にWeb 体験授業を視聴して

もらい、そこで提示された課題の解決方法を考察し

てプレゼンテーションをまとめてもらった後、試験

当日はプレゼンテーションおよび質疑応答を行うと

いう入試方法を新たに行います。それを地方の学生

がこちらに出向かなくてもできるように、Web 会議

を利用するというアイデアが出ていました。これは

海外からの留学生にも当てはまります。」
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“新しいことに率先して挑戦しながら教育環境の
底上げを牽引していきたいと思っています。”

誰でもすぐ利用できるオープンなツールが良いと

考えていくつかの候補を検討し、東洋大学はCisco

WebEx を採用しました。その理由を加藤氏は次の

ように話しています。

「実際に利用する仕組みが良いと感じたことのほ

かに、シスコからサポートしていただけるという安

心感が決め手になりました。接続先が国内だけとは

限らないので、シスコが世界的な企業であり、

Cisco WebEx がグローバルに利用されている点も理

由の１つです。」

2017年度の入試からCisco WebEx を使った
入試を選択可能に

Cisco WebEx は、インターネットに接続できる

環境とWeb ブラウザがあれば端末を問わずに利

用できるクラウド型のビデオ会議サービスです。

安定した通信を維持するグローバルなサービス基

盤を有し、高品質な映像と音声を使ったコミュニ

ケーション、画面や資料の共有を簡単に行えます。

通信の安全性も非常に高く、SAS-70 Type II

認定などエンタープライズクラスのセキュリティを

保っていることも強みの１つです。

東洋大学では、インターネットで学外からアクセ

スする受験生と、教員が用いるビデオ会議専用端末

をCisco Collaboration Meeting Rooms（CMR）Cloud

で相互接続する構成としました。シスコの支援を受

けながら事前の接続テストなどを行って、確実にコ

ミュニケーションできる環境を整えたと加藤氏は話

しています。

「これまでにない試みでしたので、入試要項への

記載方法など試行錯誤を繰り返しましたが、シスコ

が採用活動で学生とのやりとりに使っているという

ことで、その案内に記されている文面などを参考に

しながらまとめました。インフラだけでなく、こう

した実務的な面でもサポートいただけるのはとても

助かっています。

機能面では、一度回線が切れてしまってもコール

バックできる仕組みがあるので、アクセスしてくる

受験生の負担を抑えることができるところを評価し

ました。実際にやってみなければわからないことも

ありますし、何か起きたときにどう対応すればよい

か迷うこともありますが、シスコは自社でも活用し

ていてノウハウが豊富なので、助言をいただけるの

は頼りになりますね。」

「オンラインで出願するときに試験会場を大学に

するか、自宅など大学以外にするかを選択できます。

ただ、自宅で試験が受けられるといってもまだ不安

要素もあるので、直接大学へ行くほうがよいと考え

る人が多いでしょう。今回は実施初年度で実績がな

く、どうするか判断を迷ったのではないでしょうか。

こうしたことは２年目以降から動きがあるものだと

思っています。」

東洋大学では、国内の学生や海外からの留学生の

動向を常に見定め、どのような施策が有効かを考え

ながら他の大学に先駆けた取り組みを続けていくと

しています。一例として、受験生向けの相談窓口に

Cisco WebEx を活用することを計画中です。また、

キャンパス間を行き来している教職員の負担削減や

業務時間の有効活用といった働き方の改革を進めて

おり、そこでもシスコソリューションを生かしてい

きたいとしています。

問い合わせ先
社名：シスコシステムズ合同会社

担当部署名：コーポレートビジネス事業統括ビジネ

ス開発本部

TEL:03-6434-2618（担当：見松）

E-mail:rmimatsu@cisco.com

URL:http://www.cisco.com/c/ja_jp/solutions/industries/

education.html

www.cisco.com/jp/go/webex
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ゼネコンの総合力を生かして

最新の学修環境を実現!

～学校法人日通学園流通経済大学の事例紹介～

日本通運株式会社を設立母体とする日通学園が運

営する流通経済大学は、龍ケ崎（茨城県）・新松戸

（千葉県）の２キャンパスを擁し平成27年に50周年

を迎えました。建学の目的として「流通経済一般に

関する研究と教育を振興して、わが国経済の飛躍的

発展を図る」と掲げています。

１．モデルルームでの事前検証を踏まえてより良

い学修環境を実現

アクティブラーニングルームの計画では、事前に

既存の建屋内にモデルルームを設置、教職員、清水

建設設計、建築、情報メンバーが集まり、およそ１

年かけて授業で用いる映像や資料などの見え方、聞

こえ方を検証し、実際に導入する視聴覚設備や室内

の仕様などを決定していきました。

①学修の変化に合わせたプロジェクターの機器選定
プロジェクターを使用する際はカーテンを閉めて

部屋を薄暗くすることが多い様ですが、‘見せる教室’

の実現のためにガラス張りの明るい教室中でも十分

に見えるように既存講義型教室の4,000lmではなく

6,000lmのレーザープロジェクターを導入しました。

新松戸キャンパス２号館（18教室）平成28年竣工

龍ケ崎キャンパス２号館（17教室）平成29年竣工

検証及び完成の流れ

新松戸キャンパス１号館に設置した
モデルルームでの検証の様子

‘見せる教室’の様子

②プロジェクターの反射を抑えるホワイトボードに
変更
投影した映像の上に記入できるようにホワイトボ

ードとプロジェクターを導入しましたが、「プロジ

ェクターの光が反射して見にくい」という意見が挙

がりました。一方、「反射を抑えたホワイトボード

はペンのインクが消えにくい」という問題も発生し

ました。このため、各メーカーからサンプルを取り

寄せて検証を重ね、最適なホワイトボードを導入し

ました。

プロジェクターの映像投影状況
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③無線LANの能力を最大に生かす環境構築
アクティブラーニングを支えるために必要不可欠

な無線LAN環境。モデルルームを運用していく上で

電波が弱まっていることが確認されました。調査し

た結果、授業で使われている無線マイクの周波数が

無線LANと同じ2.4GHz帯であり、干渉しているこ

とが判明しました。このため、モデルルームの無線

マイクを1.9GHz帯に変更し、その後の新松戸キャ

ンパス２号館及び龍ケ崎キャンパス２号館でも

1.9GHz帯の無線マイクを導入しました。

２．棟間ネットワークで多様な情報を一元管理

新松戸キャンパス２号館は１号館から徒歩10分程

度離れていますが、棟間をネットワークで結び、離

れた場所からの遠隔管理、操作を実現しました。

４．終わりに

当社はゼネコンの中で唯一社内にシステムインテ

グレーションの事業部を有しており、建物の設計段

階から計画に参画することにより、建築・情報設備

両面から学修を支える最適な教育環境の実現を可能

としています。今回、一連の構築において流通経済

大学の皆様には計画段階から大変なご協力を頂きま

した。紙面を借りて御礼申し上げます。

問い合わせ先

清水建設株式会社　エンジニアリング事業本部

情報ソリューション事業部

システムインテグレーション部　教育施設担当

Tel：03-3561-4322
E-mail： it.solution@shimz.co.jp

学修インフラを支える学内ネットワーク

①設備を一元監視・操作
設備機器の多棟管理を一括して行える当社独自の

BEMS「ESMART（エスマート）」を導入し、１号

館から遠隔監視を可能とし、人員コスト削減を図り

ました。また、プロジェクターのランプ切れや故障

情報、電源ON／OFF状況も把握でき、消し忘れ時

も遠隔よりOFF操作を可能としました。

新松戸キャンパス　BEMS設備　構成図

②各棟のデジタルサイネージに情報を配信
新松戸キャンパス１号館の主装置にて、１号館及び

２号館のデジタルサイネージに映像を配信できるよ

うにしました。２号館１階のラウンジは地域の人に

も解放される場所のため、一般向け・学生向けのコ

ンテンツを柔軟に切り替えられる仕組みとなってい

ます。また、将来的には龍ケ崎キャンパスとも接続

することを計画しています。

３．建築×ICT一体とした計画・施工

①建築全体コストの削減・工期短縮

天井内に配線をしてプロジェクターを設置する従来

の方法ではなく、天井をコンクリート現しとするこ

とで天井高を確保しました。これは事前にコンクリ

ートの中に配管を打ち込むことで実現しました。こ

れにより建築全体のコストの削減及び工期短縮も実

現しました。

新松戸キャンパス２号館１階に設置された
デジタルサイネージ

従来よりも0.5m以上天井が高い開放的な空間
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教学IR本格化に向けて統合DBを導入

ビッグデータへの挑戦が

学生満足度を向上させる

～簡便なデータ結合による

リアルタイムなデータ可視化が可能に～

学内に点在する学生情報を統合・分析し、教学IR

の取り組み本格化を目指す神戸学院大学は、その基

盤として富士通の大学向け戦略的情報活用プラット

フォーム「Unified-One 統合データベース（以下、

統合DB）」を導入。外部機関に頼らずに高度なデー

タ分析を学内で行うことができる環境を実現してい

ます。

学校法人 神戸学院 神戸学院大学

■導入の背景
本格的な少子化社会を迎え、教学IR への取り組

みが不可欠
2016年に創立50周年を迎えた、神

戸市内で最大規模の私立総合大学で

ある神戸学院大学。同大学では、各

学部の教育・研究力の向上はもとよ

り、次の50年に向けた基盤を構築す

べく、教学IR（Institutional Research）

への取り組みを本格化しています。

「18歳人口の減少など厳しい時代

を迎え、大学の質を一層高め、学生

の満足度を向上させていかねばなり

ません」。こう語るのは塩出省吾副学

長です。「それを実現するためには、蓄積してきた

学生に関する多様なデータを横串に連携して可視化

し、新たな施策につなげるための統合データベース

が不可欠です。このシステムを上手に活用すること

で、学生の満足度を高めるのはもちろんのこと、よ

り良い就職支援など、卒業後の満足度向上まで実現

したいと考えました」と語ります。

こうして神戸学院大学は、学生の様々な情報を可

視化すべく富士通の戦略的情報活用プラットフォー

ムである統合DBの導入を決定しました。

■導入のポイント
IR 基盤に対する思想が富士通と一致
神戸学院大学が IRの取り組みを開始したのは

2012年です。富士通や富士通研究所とも活発に情

報交換しながら同大学に相応しいIRのあり方などに

ついて検討を続け、2015年４月には教学IRをスタ

ート。教学IRの推進体制を整え、そのために必要な

ソリューションの選定を開始しました。教学IRシス

テムの選定にあたっては、各社製品のトライアルを

行い、評価を行いました。教学IRをリードする全学

教育推進機構事務室の藤野津芳氏は次のように語り

ます。

「教学IRの実現に向けて、別会社のシステムも選

択肢にありましたが、高度な専門知識が必要であり、

教学IRを根付かせていくのに支障が生じると懸念し

ました。一方で富士通とは、さまざまなデータをい

かに簡単に結合し、それをどう簡潔に可視化してい

くかという、IR基盤に対する思想やコンセプトがわ
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神戸学院大学 神戸学院大学

全学教育推進機構事務室 教授　副学長

藤野　津芳氏 学際教育機構長

全学教育推進機構長

塩出　省吾氏

れわれの理想と一致していました」。

さらに統合DBの選定ポイントについて藤野氏は

「データの収集が容易で、データ統合や変換を自動

で行ってくれますので、IR担当者はデータの分析に

集中することができます。また、合わせてご提案い

ただいたBIツール『Tableau』は直感的なデータ分

析が可能なので思考を妨げません」と評価します。

■導入の効果
様々なデータをつなぎ学生の離学防止にも

統合DBの本格稼働を皮切り

に、神戸学院大学では多彩なア

プローチから学内のデータを可

視化し、教学IRを推進していき

ます。「一例として、本学では

卒業生にアンケートを取ってい

ますが、そうしたデータが学内

の様々なデータとつながること

で、卒業後も満足度の高い人は

学生時代にどのような学び方を

していたのかが見えてくるはず

です」と藤野氏は話していま

す。

またデータの可視化は、学生へのフォローアップ

にもつながります。「統計を取っていくことで、卒

業に支障のない学生のパターンはある程度見えてき

ます。そこから外れたケースについても、なぜ外れ

たかを分析し、前もって学生にフォローを行うこと

で、離学率の低下にもつなげられると考えています。

若者にとってやり直しが難しい今の社会に、学生が

主体的に学び、満足のいく進路決定ができるよう、

先を見据えた支援を行うことが大学の責務であると

考えています」と藤野氏は熱く語ります。

■今後の展望
学生と大学の質を高め続けるサイクルをつくって

いく

塩出副学長は、今後の教学IRへの期待について

「統合DBによって部署ごとに分散していたデータが

つながり、可視化できるようになることで、様々な

局面から学生について知ることができ、これまで見

えなかった課題なども見えてくると思います」と話

します。さらに、「それによって入試制度を改善し

て入学する学生の質をより高めていくほか、授業を

改善し、在学中から卒業後までの学生の満足度を高

めていきたいです。そして、その結果をフィードバ

ックすることで、学生と大学双方の質を高め続ける

サイクルの構築を目指していきます」と話していま

す。

学生と大学の新しい関係性の構築に向けて、神戸

学院大学の教学IRの取り組みは大きな一歩を踏み出

しています。（2016年12月取材）

問い合わせ先
富士通株式会社

文教ビジネス推進統括部ソリューション推進部

統合データベース担当　

TEL:03-6252-2564

E-mail:fj-solisui-inquiry@dl.jp.fujitsu.com



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F
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千歳科学技術大学

川瀬　正明（学長）

北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

谷川　健（経営情報学部長）

東北医科薬科大学

佐藤　憲一（特任教授）

東北学院大学

塩田　安信（情報処理センター長）

東北工業大学

上杉　直（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

大谷　哲夫（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

筑波学院大学

大島　愼子（学長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

跡見学園女子大学

植松　貞夫（情報メディアセンター長）

共栄大学

加藤　彰（学長）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長・事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

香川　明夫（理事長）

公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
206法人（225大学　64短期大学）

（平成29年６月１日現在）

名　簿

駿河台大学

大貫　秀明（副学長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

東　孝博（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（工学部情報工学科主任、教授）

文教大学

佐久間　拓也（湘南情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長）

江戸川大学

波多野　和彦（情報化推進委員会委員長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（総合福祉学部教授）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

千葉工業大学

小宮　一仁（学長）

千葉商科大学

柏木　将宏（情報基盤センター長）

中央学院大学

佐藤　英明（学長）

帝京平成大学

市川　毅（通信教育部長・FD委員長）

東京歯科大学

井出　吉信（学長）

東洋学園大学

澁谷　智久（人間科学部准教授）

麗澤大学

千葉　庄寿（情報教育センター長）



大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

大澤　清二（総合情報センター所長）

桜美林大学

後藤　彰寛（情報システム部長）

学習院大学・学習院女子大学

山本　政人（計算機センター所長）

共立女子大学・共立女子短期大学

村上　昌弘（情報センター長）

慶應義塾大学

野寺　隆（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学

大日向　雅美（学長）

工学院大学

馬場　健一（情報科学研究教育センター所長）

国際基督教大学

尾崎　敬二（教養学部客員教授）

駒澤大学・苫小牧駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

竹内　光悦（情報センター長、人間社会学部教授）

芝浦工業大学

角田　和巳（学術情報センター長、工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長）

上智大学・上智大学短期大学部

長嶋　利夫（情報システム室長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

昭和女子大学

金子　朝子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

白百合女子大学・仙台白百合女子大学

松本　敏之（管財課課長代理）

成蹊大学

石井　卓（高等教育開発・支援センター所長）

創価大学・創価女子短期大学

木村　富美子（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

水谷　正大（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

笹金　光徳（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

川名　明夫（学長）

玉川大学

稲葉　興己（教学部長）

中央大学

佐藤　文博（情報環境整備センター所長）

津田塾大学

新田　善久（計算センター長）

帝京大学

冲永　佳史（理事長・学長）

帝京科学大学

冲永　莊八（理事長・学長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学・東海大学福岡短期大学

中嶋　卓雄（情報教育センター所長）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

新川　辰郎（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長、コンピュータサイエンス学部教授）

東京女子大学

荻田　武史（情報処理センター長）

東京女子医科大学

吉岡　俊正（理事長・学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学・東京農業大学短期大学部

髙橋　新平（コンピュータセンター長）
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名　簿

青山学院大学・青山学院女子短期大学

宋　少秋（情報メディアセンター所長）

専修大学・石巻専修大学

高萩　栄一郎（情報科学センター長）
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名　簿

東京理科大学・諏訪東京理科大学

武田　正之（教育支援機構・情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

竹村　牧男（学長）

日本大学・日本大学短期大学部

落合　実（理事・生産工学部長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学

中原　泉（理事長・学長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

法政大学

尾川　浩一（学術支援本部担当常務理事）

武蔵大学

荻野　紫穂（情報・メディア教育センター長）

武蔵野大学

佐藤　佳弘（教養教育部教授）

武蔵野美術大学

長澤　忠徳（学長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

秋月　望（情報センター長）

立教大学

枝元　一之（メディアセンター長）

立正大学

山下　倫範（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

大野　髙裕（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

吉井　蒼生夫（常務理事）

神奈川工科大学

納富　一宏（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

大掛　章（情報システム課長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

森本　喜一郎（情報センター所長）

湘南工科大学

小林　学（メディア情報センター長）

東洋英和女学院大学

柳沢　昌義（情報処理センター長）

フェリス女学院大学

高柳　彰夫（情報センター長）

新潟工科大学

古泉　肇（理事長）

新潟国際情報大学

佐々木　桐子（情報文化学部准教授）

新潟薬科大学

寺田　弘（理事長・学長）

金沢学院大学

桑野　裕昭（経営情報学部教授）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事・情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

山西　輝他（情報システムセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

齊藤　実（情報基盤センター長）

岐阜医療科学大学・中日本自動車短期大学

間野　忠明（学長）

岐阜聖徳学園大学・岐阜聖徳学園大学短期大学部

石原　一彦（情報教育研究センター長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

長野　正（理事長・学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡英和学院大学・静岡英和学院大学短期大学部

柴田　敏（学長）

静岡産業大学

鷲崎　早雄（学長）

東京富士大学

萩野　弘道（システム管理部長）

関東学院大学

岡本　教佳（情報科学センター長）
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名　簿

愛知大学・愛知大学短期大学部

松井　吉光（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

佐藤　悦成（学長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

愛知淑徳大学

吉崎　一人（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

金城学院大学

岩崎　公弥子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

朝倉　宏一（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

伊藤　昭浩（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

鳥巣　義文（学長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

鈴鹿医療科学大学

山本　晧二（ICT教育センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

加藤　丈雄（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

宇城　由文（付属図書館長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都産業大学

大西　辰彦（副学長）

京都女子大学

諸岡　晴美（教務部長）

京都橘大学

安達　太郎（学術情報部長）

京都ノートルダム女子大学

河瀬　雅紀（図書館情報センター館長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（副CIO、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

永井　清（教学部長、理工学部教授）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

鈴木　学（総合情報化機構長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪経済大学

中村　健二（情報処理センター長）

大阪経済法科大学

山木　和（情報科学センター長代理）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（システム担当理事）

大阪歯科大学

藤原　眞一（教育情報センター所長）

聖隷クリストファー大学

小柳　守弘（専務理事・法人事務局事務局長）

皇學館大学

河野　訓（副学長）



79JUCE Journal 2017年度 No.1

名　簿

大阪女学院大学

小松　泰信（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

大阪体育大学

工藤　俊郎（情報処理センター長）

追手門学院大学

真銅　正宏（図書館・情報メディア部部長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

神尾　登喜子（副学長、情報センター長）

桃山学院大学

藤間　真（情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

森本　雅博（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（学長補佐）

神戸学院大学

中山　久憲（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

稲澤　弘志（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

間渕　泰尚（情報処理教育センター長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

北島　律之（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（理事・教学局長）

流通科学大学

中内　潤（理事長・学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長）

帝塚山大学

向井　篤弘（副学長）

奈良学園大学・奈良学園大学奈良文化女子短期大学部

根岸　章（情報センター長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　美也子（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

野本　明成（情報センター室長）

ノートルダム清心女子大学

原田　豊己（学長）

広島工業大学

大谷　幸三（情報システムメディアセンター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部

高木　尚光（情報処理センター長）

広島修道大学

海生　直人（情報センター長）

広島女学院大学

山下　京子（大学総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

田中　宏二（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

高松大学・高松短期大学

丸山　豊史（情報処理教育センター長）

九州共立大学・九州女子大学・九州女子短期大学

宮本　和典（学術情報センター情報システム部長）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。

大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員
□　学部 □　教育支援部門
□　教育支援部門 □　FD部門
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他
□　賛助会員の企業
□　その他

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

第一薬科大学

櫻田　司（副学長）

筑紫女学園大学

吉野　嘉高（情報メディアセンター長）

福岡大学

末次　正（CIO補佐・CISO補佐・情報基盤センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

若原　俊彦（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

吉田　尚史（情報教育センター長）

熊本学園大学

得重　仁（ｅ-キャンパスセンター長）

崇城大学

西　宏之（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（経営学部教授）

鹿児島国際大学

高橋　信行（情報処理センター所長）

沖縄国際大学

平良　直之（情報センター所長）

戸板女子短期大学

小林　千春（学長）

立教女学院短期大学

若林　一美（理事長・学長）

九州産業大学・九州造形短期大学

下川　俊彦（総合情報基盤センター所長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長、情報学部教授）
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